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決算審査及び行政監査の視点  

 

蓮田市の第５次総合振興計画の初年度となる平成３０年度は、「四季かおる 

つながり 安心 活きるまち」を柱とした主要事業の取り組みとして、東保育

園の改築工事、在宅医療・介護連携推進事業、国指定史跡黒浜貝塚整備推進事

業、高虫産業団地整備事業計画、東北自動車道蓮田サービスエリアへのスマー

トＩＣ整備推進事業、蓮田駅西口第一種市街地再開発事業等、それぞれの事業

が行われた。 

蓮田市は、少子高齢化の進展や人口減少により、将来の市税収入について厳

しい状況が予想されている。その一方で、持続可能なまちづくりに向けてさま

ざまな課題への対応が求められている。平成３０年度の決算状況は、それらの

対応を踏まえ事業が実施されていた。 

 

決算審査及び行政監査を実施するにあたっては、一般会計、各特別会計、水

道事業会計の決算書及び決算書付属書類が関係法令に準拠して作成されている

か、また、予算の執行状況は、地方自治法や地方財政法等に基づいて、適正か

つ効率的に執行されているかを主眼に実施した。各部課へのヒアリングにおい

ては、地方自治法施行令第１５０条に基づく予算執行計画に沿って予算は執行

されているか、内部統制とコンプライアンスが浸透・機能しているか、主要事

業の事業内容及び効果・成果はどのようなものであったか、契約は適切に行わ

れているかなどについて審査及び監査を行った。 

 

なお、市の財政状況の主な財政指標でもある財政力指数、経常収支比率、経

常一般財源等比率、義務的経費比率、公債費負担比率、人件費比率等について

もその健全性等を確認した。 

 

人口の変動状況は、平成３１年４月１日現在の蓮田市の全住民人口は６１,

８１７人で、昨年の４月１日に比べ３２０人減少している。なお、世帯数は、

２６,９６５世帯で、昨年に比べ２２６世帯増加している。一方、６５歳以上の

老齢人口は１９,３７１人で、２０５人の増加となっている。１５歳から６４歳

までの生産年齢人口は３５，４１７人で３６１人減少しており、１４歳以下の

年少人口も７,０２９人で１６４人の減少となっている。 

 

【凡 例】  

各表中の数字は、円単位で算出した数値を四捨五入で表記しているため、

合計が合わない場合がある。なお、四捨五入の結果「０」と表記されている

数字もある。  

また、文章中、「皆増」は前年度に数値がなく全額増加したもの、「皆減」

は当年度に数値がなく全額減少したものである。 
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第１ 審  査  の  対  象  

 ○平成３０年度蓮田市一般会計歳入歳出決算  

 ○平成３０年度蓮田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算  

 ○平成３０年度蓮田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算  

○平成３０年度蓮田市介護保険特別会計歳入歳出決算  

 ○平成３０年度蓮田市下水道事業特別会計歳入歳出決算  

 ○平成３０年度蓮田市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算  

 ○平成３０年度蓮田都市計画事業黒浜土地区画整理事業特別会計歳入歳出  

  決算  

 ○平成３０年度蓮田都市計画事業蓮田駅西口第一種市街地再開発事業特別  

  会計歳入歳出決算  

 

第２ 審  査  の  期  間  

 令和元年７月５日に市長から審査に付された各会計決算等について、令和

元年７月９日から８月１９日まで書類審査・現地調査及び関係職員からの説

明を聴取した。  

 

第３ 審  査  の  方  法  

平成３０年度の一般会計と各特別会計の歳入歳出決算書、事項別明細書、

実質収支に関する調書及び財産に関する調書に基づき、各計数の正確性を確

認するとともに、予算の執行状況が適切かつ効率的に行われていたかを審査

した。  

各課から提出された平成３０年度決算審査に係る業務等報告書、主要事業

報告書、歳入歳出決算資料、契約に関する資料等に基づき、各所属長に歳入

歳出決算等について説明を求めた。なお、各課の説明に入る前に、担当部長

から所管する業務及び決算状況についての説明を受けた後、課ごとに審査を

行った。また、疑問点などについては、追加資料の提出を求め確認した。  

また、工事審査は、蓮田市中央公民館関山分館耐震補強その他改修工事及

び市道１４７２号線道路改良工事について、当該工事の施工から工事完了、

検査に係る関係書類一式の書類審査を行い、その後、現地確認を実施した。  

 

第４ 審  査  の  結  果  

 平成３０年度の各会計の歳入歳出決算書、事項別明細書、実質収支に関す

る調書及び財産に関する調書はいずれも関係法規に準拠して作成されており、

各計数は適正なものと認められた。  
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第５　決 算 の 概 要

１　総　　括

（１）全体の収支

（２）収支の概要

（単位：千円）

特別会計

　＊実質収支額＝収入済額－支出済額－翌年度へ繰り越すべき財源

  

 

0

合　　計 31,894,412 34,833,221

34,619173,285

25,088 17,163

32,841,901

4,702

1,168,733

302,722

34,463,081

207,904

626,632 816,353 564,355

　一般会計及び特別会計を合わせた総計予算額は、３４８億３,３２２万７７８円で、前年度

対比３０億７,７７４万８,２２２円、８.１％の減額であった。

　総計決算額は、歳入が３４４億６,３０８万９１７円（前年度対比３７億９,１６６万４,１

８７円、９.９％減）、歳出は３２８億４,１９０万１,３９３円（前年度対比３２億８,７２

９万５,２５８円、９.１％減）で、歳入歳出とも減額となっている。

　歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式収支額は、１６億２,１１７万９,５２４円

（前年度対比５億４３６万８,９２９円、２３.７％減）となり、この形式収支額から翌年度

への繰越財源４億５,２４４万６,７３０円を控除した実質収支額は、１１億６,８７３万２,

７９４円（前年度対比６億４,０７０万３,８８１円、３５.４％減）の黒字である。

　また、この実質収支額から前年度の実質収支額１８億９４３万６,６７５円を差し引いた単

年度収支額は、６億４,０７０万３,８８１円（前年度は４,７３０万７,５７０円の黒字）の

赤字である。

18,412,825

後期高齢者医療

実質収支額

687,097

当初予算額 予算現額 収入済額 支出済額

17,688,000 19,147,823 19,295,438

15,685,398 15,167,643 14,429,076

196,923

区　　分

一般会計

国 民 健 康 保 険

下 水 道 事 業

農業集落排水事業

883,482

127,5014,949,302 4,821,800

481,635

6,433,976 7,276,916 7,151,575 6,954,652

14,206,412

介 護 保 険

1,380,924

192,855

4,713,184

0

1,275,972

4,967,248

馬込下蓮田区画整理事業 0 0

913,298

1,291,811 1,470,033

927,893

104,952

34,656

0

204,575

5,012888,494

7,92622,380黒浜区画整理事業

蓮田駅西口再開発事業
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（３）歳入決算の概要
（単位：千円）

（４）歳出決算の概要    
（単位：千円）

黒浜区画整理事業 22,380

96.2

執行率

34,833,221合　　計 34,463,081

国 民 健 康 保 険

合　　計 34,833,221

増減額

一 般 会 計 19,147,823 18,412,825

支出済額
区分

a b

0

7,276,916 6,954,652

238,972

564,355

98.9

25,088

c

8,233,07295.6

95.2

4,821,800
特
　
別
　
会
　
計

1,470,033

黒浜区画整理事業

馬込下蓮田区画整理事業

22,380 17,163 76.7

農業集落排水事業 204,575

後期高齢者医療 883,482

84.7

86.8

0.0

1,206,247

介 護 保 険

850,699927,893

下 水 道 事 業

△ 8,466173,285

261,2464,967,248 4,560,554

181,751

0 0

36,129,197

蓮田駅西口再開発事業

1,275,972 69,724

816,353 302,722 37.1

94.332,841,901 △ 9.1

△ 1,449,678

△ 3,287,295

△ 206,958

皆減

△ 82.7

△ 55,940

224,121

d=b-c (d/c)%

△ 4.7

△ 1,278,421

5.7

3.9

△ 15.5

5.8

32,783

816,353 △ 68.2

19,064,413 △ 651,588 △ 3.4

△ 3,791,66438,254,745

前年度支出済額

△ 1,209,208

増減率

特
　
別
　
会
　
計

国 民 健 康 保 険 7,276,916

農業集落排水事業 204,575

927,893

馬込下蓮田区画整理事業

下 水 道 事 業 1,470,033

蓮田駅西口再開発事業

d=b-c

一 般 会 計 19,147,823

介 護 保 険 4,967,248

34,279 4.0

99.6

区分
a

予算現額

0.00 皆減55,940

増減率

△ 9.9

112.1

1,773,56369.1

81,143

収入済額

1,380,924

△ 213,884 △ 89.5

△ 55,940

前年度収入済額

後期高齢者医療

収入率

95.8

b

7,151,575

予算現額

207,904

4,949,302

101.6

888,494

196,637

854,215

93.9

98.3

(b/a)% c

△ 18.68,789,881 △ 1,638,306

6.2

19,295,438 100.8

(d/c)%

△ 4.720,248,639 △ 953,201

増減額

5.7

4,797,117 152,185 3.2

1,752,400

55,940

1,299,781

11,267

(b/a)%

△ 92.3

97.1

0

10

20

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

億円 

年度 

実質収支額（一般会計＋各特別会計）の推移 

一般会計 

国民健康保険特別会計 

介護保険特別会計 

下水道事業特別会計 

黒浜区画整理事業特別会計 

西口再開発事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

農業集落排水事業特別会計 
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（５）決算の推移  　 　　
　

①財政収支構造推移（一般会計、特別会計） （単位：百万円）

注）表中「自主的財源」は次のとおりである。

注）表中「依存的財源」は次のとおりである。    

　  　   　

②会計別歳出決算額の推移 　 （単位：百万円）

 

③主な税収入及び地方交付税の推移 （単位：百万円）

都 市 計 画 税 180 179 181 185 180

3,396

2,2412,266

34,692 32,368 36,129

平成29年度

3,281

1,699 1,645 1,606 1,493 1,338

1,752 303

91 101

32,842

4,164 4,108 4,109 4,255 4,229

1,2761,256 1,206

6,955

883

173182189

851

4,822

19,064

平成29年度

8,060 8,233

平成28年度

7,354

4,971

18,413

　地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付
金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、国庫支出金、県支出金、諸収入、療養給付費交付金、共同事業交付金、支払基金交付
金、前期高齢者交付金

　市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、基金繰入金、諸収入、国民健康保険税、保留地売却収入、清算
徴収金、保険料

平成30年度

23,20524,796

平成26年度

17,913 19,849

32,842

1,990 3,741

3,960 3,435 3,880

1,532 1,762 1,809

28,015

1,322

2,447

1,240

34,463

13,725

3,741

平成30年度

1,169

平成27年度

0

2,447

24,985 24,113

2,380

2,052

2,126

29,969

15,506

1,243

14,843

1,900

14,904

22,384

15,466

平成29年度平成27年度

34,331

1,577

2,226

14,261

34,692

38,25536,574

32,368

歳入計

15,526

1,900

自 主 的 財 源

33,299

繰 越 金

基金残高

他 会 計 か ら の 繰 入 金

平成28年度

2,473 2,371 2,414公 債 費

平成26年度

31,370

27,902

2,325

26,997

1,963

15,842

1,990 2,052

13,004

8,281

17,459

2,419

1,809

36,129

4,755

30,331

1,8821,929

1,310

介 護 保 険 3,815 4,070 4,334

後 期 高 齢 者 医 療

合　　計

4,561

701 734 776

下 水 道 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業 171 167

1,198

国 民 健 康 保 険 税

17

85 139 130

馬 込 下 蓮 田 区 画 整 理 事 業 42 41 43 56

3,262

31,370

121 224

平成30年度

固 定 資 産 税

平成26年度

黒 浜 区 画 整 理 事 業

蓮 田 駅 西 口 再 開 発 事 業

地 方 交 付 税 2,191 2,285 2,285

平成27年度 平成28年度

市 民 税

3,251 3,297

13,651

市 債

国 民 健 康 保 険

一 般 会 計

借入金残高（元金）

事 業 費

他 会 計 へ の 繰 出 金

実質収支額

歳出計

依 存 的 財 源
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（６）地方債その他負債残高 　   　  

　

蓮田市地方債（含む債務保証的なもの）残高リスト （単位：千円）

※平成31年1月1日現在の人口61,961人で算出

主な会計の地方債（元金）現在高の推移

下
水
道

西口再開発 152,866 13,352

令和22年度

最終償還年度

　一般会計、各特別会計、水道事業会計、蓮田市土地開発公社（債務保証）の残債総額は、

次表のとおり２４６億８,２２９万円で、前年度の２５８億７,３５７万円より１１億９,１２

８万円の減額となった。なお、市民１人当りでは３９万８,０００円であり、前年度の４１万

６,０００円よりも１８,０００円負担額は少なくなった。

一般会計

※市民１人当り
398千円

平成30年度

合　　計 23,258,612 1,423,679 24,682,291

令和24年度水道事業 874,468 89,192 963,660

土地開発公社 0 0 0

4,956,258

965,525

合計 6,773,433

166,218 令和14年度

871,702 93,823

7,560,430

農業集落排水 838,386 114,455 952,841

-

令和19年度

786,996

公共下水 4,391,225 565,033

公営企業会計適用 22,942 195

令和30年度827,732 107,470

令和30年度

23,136 令和10年度

令和15年度

14,619,458 419,685 15,039,143

中川流域

特定環境保全

令和30年度

935,202

利子 合計会計別 元金

資本費平準化 659,832 20,476 680,308

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

億円 

年度末 

一般会計 下水道事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 西口再開発事業特別会計 

水道事業会計 
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一般会計の各年度における市債（歳入）と公債費の元金（歳出）

一般会計の地方債（元金）目的別現在高の推移

0

20

40

60

80

100

120

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

億円 

年度末 

総務債 民生債 衛生債 

労働債 農林水産業債 土木債 

消防債 教育債 減収補てん債 

減税補てん債 臨時税収補てん債 臨時財政対策債 

5

10

15

20

25

30

35

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

億円 

年度末 

市債【歳入】 

公債費（元金）【歳出】 
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主要な財務比率の推移（普通会計ベース）

 

県内での蓮田市の順位等（平成２９年度普通会計ベース）   

 

 

　

　

＊平成２９年度以前の各財務比率の数値は、埼玉県市町村決算概要による。

   

蓮田市の各数値の推移と解説

桶川市

0.87

93.8 45.5

36/40位

③

○＊数値が小さい程良い

○

伊奈町

参

考

久喜市

53.1

15/40位30/40位

13/40位

0.771

94.3

94.1 46.3

51.6

50.2

13.313.5

10.2

9.3

12.4

5/40位

9.0

負担比率

人件費

11/40位

平成29年度

区分

94.8

財政力

14.4

19.6

13/40位

10.4

9.0

義務的

平成30年度

負担比率

0.774 90.2

比率(％)(％)

経費比率財源等

(％)

指数

②

経常収支

比率

④

経常一般

　健全な財政運営は収支の均衡が保たれ経済変動や市民の要望に柔軟に対応できる弾力

性が求められる。

　蓮田市の過去５年の主要な財政指標は次の表のとおりである。

①

(％)

17.2

比率

48.9

③

48.9

20.7

経費比率

平成27年度

平成26年度 0.769

平成28年度

0.772

(％)

53.594.4

財政力

9.8

公債費経常一般

⑤ ⑥

51.1

92.8

96.6

⑥

人件費

比率

⑤

19.6

20.7

18.4

公債費

(％)

20.4

87.9

84.6

(％)

義務的

45.495.6

④

比率 財源等

経常収支

①

96.6

87.2

0.771 87.7

(％)

比率(％) (％)

指数

②

33/40位

蓮田市の数値 0.77

17.2

県平均 0.78 93.1 97.0 51.2

16/40位

23/40位

区分

87.7

39/40位

県内市の平均 0.86 12.593.4 97.2

H29年度の順位

40/40位

6/40位

幸手市

15/40位

6/40位 23/40位 40/40位

H27年度の順位 31/40位 3/40位

14.0

36/40位

H28年度の順位 32/40位

95.4

H26年度の順位 32/40位 5/40位 29/40位

白岡市

44.2 9.3

0.87 92.4 95.9 46.4 13.0

15.5

11.9

○○ ○

16.8

22.4

＊数値が大きい程良い

0.82 92.0 17.3北本市

12.655.8

90.0

　財政力を判断する指標で、この指数

が「１」に近く、あるいは「１」を超

えるほど財源に余裕があることにな

る。

①財政力指数

93.5

○

0.83 94.2

90.8

0.71 93.1

0.85

0.7

0.8

0.9

1.0

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

指数 

年度 財政力指数 

蓮田市 県内市平均 
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③経常一般財源等比率

　人件費、物件費、公債費等の経常的

経費に市税や地方交付税を中心とする

経常的収入の一般財源がどの程度充当

されているかにより、財政構造の弾力

性を判断する指標で、数値が高いほど

財政が硬直化しているとされている。

②経常収支比率

　歳入構造の弾力性を見る指標で、経

常的に収入となる市税等の一般財源

（経常一般財源）の額と、標準的な行

政活動に要する経常経費（標準財政規

模）との割合を比較する方法で、

「100」を超える度合いが高いほど経常

一般財源に余裕があるとされている。

　この比率が高いほど財政運営が硬直

化しているとされている。

⑥人件費比率

⑤公債費負担比率

　支出が義務付けられている人件費、

扶助費、公債費を言い、これらの任意

に削減できない経費の比率が低いほど

財政構造に弾力性があるとされてい

る。

④義務的経費比率

　この比率が高いほど、財政運営の硬

直性の高まりを示すものである。一般

的には、財政運営上１５％が警戒ライ

ン、２０％が危険ラインとされてい

る。

75

85

95

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

％ 

年度 経常収支比率 

蓮田市 県内市平均 

90

100

110

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

％ 

年度 経常一般財源等比率 

蓮田市 県内市平均 

40

45

50

55

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

％ 

年度 義務的経費比率 

蓮田市 県内市平均 

5

10

15

20

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

％ 

年度 公債費負担比率 

蓮田市 県内市平均 

15

20

25

30

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

％ 

年度 人件費比率 

蓮田市 県内市平均 
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（１）収支

 

（２）収支の推移   

（単位：千円）

一般会計収支状況の推移

18,771,808

20,876,266

予 算 現 額

収 入 済 額

687,097676,920 709,249

18,360,237

19,848,648 17,458,545

18,240,985

平成28年度

20,671,644

平成27年度

192,442

２　一　般　会　計

平成29年度 平成30年度

19,147,823

80,321

20,248,639

平成26年度

17,913,387

350,699

19,295,43818,861,732

20,135,512

888,704

　注）実質単年度収支額：当該年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた額を単年度収支額という。
　　　　　　　　　　　　更に基金取崩し、積立等を収入・支出とは考えずに算出した収支を実質単年度収支額と
                    　　いう。繰上償還とそれに伴う借換え債もここでは収入・支出とは考えていない。

△ 58,885 △ 92,163実質単年度収支額

19,064,413

655,155

434,618

293,190

△ 1,542

支 出 済 額 18,412,825

実 質 収 支 額

　一般会計の予算現額は、１９１億４,７８２万２,７７８円で、前年度対比９億８,７６８万

９,２２２円、４.９％の減額となっている。

　決算額は、歳入が１９２億９,５４３万８,３７４円（前年度対比９億５,３２０万円、４.

７％減）、歳出は１８４億１,２８２万５,２８９円（前年度対比６億５,１５９万円、３.

４％減）となり、歳入歳出ともに減額となっている。

　歳入歳出差引額（形式収支額）は、８億８,２６１万３,０８５円（前年度対比３億１６１

万円、２５.５％減）で、翌年度への繰越財源１億９,５５１万５,７７５円を控除した実質収

支額は、６億８,７０９万７,３１０円（前年度対比２億１６１万円、２２.７％減）の黒字と

なっている。

　この実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた単年度収支額は、２億１６０万６,３

１０円（前年度対比３億８,１０６万円、２１２.３％減）の赤字となっている。

　なお、この単年度収支額から、黒字要因とみなされる財政調整基金への積立金６億６万４,

０００円、一方赤字要因とみなされる財政調整基金からの取崩し額４億円を控除した実質単

年度収支額は、１５４万２,３１０円（前年度は４億３,４６１万８,４３６円の黒字）の赤字

となっている。

　注）実質収支額＝収入済額－支出済額－翌年度へ繰り越すべき財源

翌年度繰越額 195,516295,523
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（３）歳入決算

①歳入決算の概要

 

②歳入決算の状況

（単位：千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

0.5

△ 2.4

△ 19.7

△ 32.4

30.4

101.0

12.3

16.1

128.8 2,159

125,326

△ 1.1

△ 6.2

3.5

増減

103.6146,000 151,255

83.7

101.5

△ 8,971

150,100

40,000

13,170

45,489

収入済額

△ 141,015

100.0

増減率
（％）

20,000 40,000

株式等譲渡所得割交付金

配 当 割 交 付 金

利 子 割 交 付 金 12,000

款

633

△ 63,75695.3 2,659,688

地 方 譲 与 税 142,000 0.8

市 税 △ 1.77,891,372 8,155,943

12,000

1,155

△ 0.8

106.5

109.8

前年度
予算現額

8,296,958103.4

当初予算額

104.7

対当初予算 対予算現額
当年度

収入率（％）

40,000

60,000 64,408

6,500 6,500

7,786,967

地方消費税交付金 995,000 1,000,000 1,009,996

自動車取得税交付金

899,136

109.8 13,275

101.0

△ 105

△ 16,081

182.6

41,926

62,249

83.7

36,518

6,757

110,860

91.3

49,575

107.3

33,494

107.6

303,978 97.8

地 方 交 付 税

128.148,683

116.1

分担金及び負担金

2,241,127

7,459

101.6

地方特例交付金

交通安全対策特別交付金 6,996

70,861

△ 463

△ 24,890

38,000 48,683

2,266,017

233,118

107.6

98.0

50,000

2,595,932

310,142 310,850

1,930,000 2,206,587

使用料及び手数料 110,462 119,714 125,959 105.2114.0

国 庫 支 出 金 2,569,423 2,724,288

　歳入決算額は、１９２億９,５４３万８,３７４円（前年度対比９億５,３２０万円、４.７％

減）である。

　

　前年度に対し増額となった主な科目は次のとおりである。

　

　第 ６ 款・地方消費税交付金１０億１,０００万円（前年度対比１億１,０８６万円、１２.３％

増）

　第１１款・分担金及び負担金３億３９８万円（前年度対比７,０８６万円、３０.４％増）

　第１４款・県支出金１０億６,４２２万円（前年度対比３,７７８万円、３.７％増）

　第１７款・繰入金８億６,７２６万円（前年度対比４億８,７２９万円、１２８.２％増）

　第１８款・繰越金１１億８,４２３万円（前年度対比２億８,２５４万円、３１.３％増）

　

　また、前年度に対し減額となった科目は次のとおりである。

　第 １ 款・市税８１億５,５９４万円（前年度対比１億４,１０１万円、１.７％減）

　第 ４ 款・配当割交付金３,６５２万円（前年度対比８９７万円、１９.７％減）

　第 ５ 款・株式等譲渡所得割交付金３,３４９万円（前年度対比１,６０８万円、３２.４％減）

　第 ９ 款・地方交付税２２億４,１１３万円（前年度対比２,４８９万円、１.１％減）

　第１３款・国庫支出金２５億９,５９３万円（前年度対比６,３７６万円、２.４％減）

　第１６款・寄附金１,０２７万円（前年度対比２８９万円、２２.０％減）

  第１９款・諸収入３億５,１７４万円（前年度対比１６億４,０３９万円、８２.３％減）

　第２０款・市債９億９,７７８万円（前年度対比５,２１５万円、５.０％減）

　

　款別の増減額は、次表のとおりである。
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　市税の推移は次のとおりである。

　市税の状況は次表のとおりである。

（単位：千円）

1

2

3

4

5

増減
増減率
（％）対当初予算 対予算現額

予算現額

収入済額

当年度
収入率（％）

前年度

◇市税

当年度
増減率
（％）

収入率（％）

対当初予算
増減

97.0

収入済額

343,037

104.8107,565

358,490

8,155,943

固 定 資 産 税

102,624軽 自 動 車 税

項 当初予算額 予算現額

市 民 税 4,003,954 4,051,359

102,624

3,280,8083,220,847

前年度

99.1

△ 26,451

222.6 △ 2,517

109.4 100.0

3,163,847

1,026,446

市 た ば こ 税 104.5

103.7

4,229,005 4,255,456105.6 104.4

343,037

△ 0.6

対予算現額

3.737,778

△ 7.2

△ 22.0

101.6

10,005

県 支 出 金 1,074,114 1,097,286 1,064,225

款 当初予算額

繰 入 金 792,729 867,257 867,258

11,290

財 産 収 入 14,590 31,973 32,479 34,996

10,268寄 附 金

379,969 487,289

13,159 △ 2,891102.6 90.9

128.2

繰 越 金 320,000 1,184,226 1,184,226 370.1 100.0 901,691 282,535 31.3

165.2 105.4 1,992,130 △ 1,640,388諸 収 入 212,968 333,715 351,742 △ 82.3

市 債 1,253,100 1,016,082 997,782 △ 5.079.6 98.2 1,049,933 △ 52,151

△ 4.7合　　計 109.1 100.8 20,248,639 △ 953,20117,688,000 19,147,823 19,295,438

△ 2.4

104.8 102,744 4,821 4.7

△ 115,104101.9 3,395,912 △ 3.4

0.1

△ 1.7

都 市 計 画 税 173,505

7,891,372

180,075173,505

7,786,967

103.8

104.7

103.8

103.4 8,296,958 △ 141,015合　　計

　市税は、８１億５,５９４万円（前年度対比１億４,１０１万円、１.７％減）である。

　このうち市民税は、４２億２,９００万円（前年度対比２,６４５万円、０.６％減）で、うち個人

市民税が３７億１,４７７万円（前年度対比２,４０１万円、０.６％減）、法人市民税が５億１,４

２４万円（前年度対比２４４万円、０.５％減）である。固定資産税は、３２億８,０８１万円（前

年度対比１億１,５１０万円、３.４％減）、軽自動車税は１億７５７万円（前年度対比４８２万

円、４.７％増）、市たばこ税は３億５,８４９万円（前年度対比２１万円、０.１％増）、都市計画

税は１億８,００８万円（前年度対比４４９万円、２.４％減）の収入となっている。

△ 4,492

211358,278104.5

184,567

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84
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市税の収納の状況 （単位：千円）

市税の収納率の推移 （単位：％）

市民税及び固定資産税の不納欠損の推移

   

滞納繰越分

95.3 97.3

25.325.3

現年度分

93.2

5 都市計画税

現年度分

平成27年度

97.3192,366

55,676合　　計 220,471

滞納繰越分

現年度分

2,894

現年度分

現年度分

117

不納欠損額 収入未済額

101,587
固定資産税

3

区分 収入済額調定額

1

2

23.73,455

24.3

0

軽自動車税
108,052

滞納繰越分 5,171

98.41,689

32.2

平成30年度平成29年度

99.3

99.3

25.3132,297

1,118

1,582

180,260

平成28年度

60,068

平成26年度

32,498

32,6358,155,943

8,100,267

100.0

179,142

933

0

99.4

　市税の収納率については９７.３％（県内の市では第２０位）で、前年度は９７.０％（県内の市
では第１２位）で、前年度対比では０.３ポイント上向きに転じた結果となった。
　市税全体の収入未済額は１億９,２３７万円であり、前年度に比べ２,４４５万円の減少となっ
た。これは個人市民税の滞納繰越分の収入未済額が６,３４５万円で前年度対比１,７４５万円の減
少、固定資産税の滞納繰越分の収入未済額が６,２４４万円で前年度対比１,６９４万円減少したこ
とが要因である。
　また、市税全体の不納欠損額は３,２６４万円であり、前年度に比べ６４６万円の減少となった。
これは個人市民税の滞納繰越分の不納欠損額が１,６７１万円で前年度対比５３２万円の減少、ま
た、固定資産税の滞納繰越分の不納欠損額が１,４４１万円で前年度対比９０万円減少したことが要
因である。
　なお、現年度分の収納額は８１億２７万円で対前年度対比３,８７０万円の減額、収納率は９９.
３％となり、現年度分の収納率は県内の市では前年度第３位から第１０位となった。

0

24,733

ａ市税の収納について

14,414

110,819

滞納繰越分

3,278,688

34,648

64,822

22,613

4,234,984
市　民　税

現年度分

28,786

3,256,074

滞納繰越分

99.2

収納率(％)

4,200,219

99.3

358,490

106,342

1,223

17,211

62,440

26.0

－

合　　計

0

137

0

20

493

379

0

0

8,160,473

8,380,943

滞納繰越分

全体

19.6 43.3

99.499.299.198.9

24.1

94.3 97.0

4 市たばこ税
現年度分 358,490

滞納繰越分 0

5

15

25

35

45

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

百万円 

年度 

市民税 固定資産税 
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　個人市民税と生産年齢人口の推移

◇地方特例交付金

◇地方消費税交付金

　地方譲与税は、１億５,１２６万円（前年

度対比１１６万円、０.８％増）である。

　このうち、自動車重量譲与税が１億

７５８万円（前年度対比９８万円、０.９％

増）、地方揮発油譲与税が４,３６７万円

（前年度対比１８万円、０.４％増）となっ

ている。

　地方消費税交付金は、１０億１,０００万円(前年度対比１億１,０８６万円、１２.３％増)であ

る。

　地方交付税は、２２億４,１１３万円（前
年度対比２,４８９万円、１.１％減)であ
る。
　このうち、普通交付税が２０億５,５５８
万円（前年度対比１,７５１万円、０.８％
減)、特別交付税が１億８,５５４万円（前
年度対比７３８万円、３.８％減）となって
いる。

　地方特例交付金は、４,８６８万円（前年

度対比６７６万円、１６.１％増）である。

　特例交付金については、減収補てん分が

４,８６８万円（前年度対比６７６万円、１

６.１％増）となっている。

◇地方交付税

◇地方譲与税

0

1

2

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

億円 

年度 地方譲与税の推移   

0

1

2

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

億円 

年度 地方特例交付金の推移   
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35

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

億円 

年度 地方交付税の推移   

3.5
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4.5

5.0
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16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

万人 

億円 

年度 

個人市民税(現年度調定額) 生産年齢人口（15～64歳） 

注２ 

注３ 注４ 

《補足》 

 特に、注1［配偶者特別控除の見直し等]、注2［老年者控除の廃止等]、注3［税源移譲による税率の変更等]、注4［老年

者の非課税措置の廃止等]、注5［均等割額の変更］の年度においては、増額となる税制改正が行われた。   

注１ 

注５ 
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◇国庫支出金

　分担金及び負担金は、３億３９８万円（前年度対比７,０８６万円、３０.４％増）である。
　このうち、主なものは、民生費負担金では埼葛北地区地域生活支援事業運営費等市町負担金が４,
４５０万円の皆増、埼葛北地区基幹相談支援センター運営費等市町負担金が１,５２３万円の皆増と
なっている。

◇使用料及び手数料

　使用料及び手数料は、１億２,５９６万円（前年度対比６３万円、０.５％増）である。
　このうち、使用料が９,８６８万円（前年度対比２０６万円、２.１％増）で、この増額の主な理
由としては、道路占用使用料が５,４９４万円で前年度対比９３万円の増額となっている。
　また、手数料は２,７２８万円（前年度対比１４３万円、５.０％減）となっている。

　国庫支出金は、２５億９,５９３万円（前年度対比６,３７６万円、２.４％減）である。
　このうち、国庫負担金が１９億２,１５８万円（前年度対比１億４,５８０万円、７.１％減）、国
庫補助金が６億６,０３１万円（前年度対比８,２９９万円、１４.４％増）、委託金が１,４０４万
円（前年度対比９５万円、６.４％減）となっている。

　国庫支出金の主な増減額は、次のとおりである。

◇分担金及び負担金

《国庫負担金》

　増減額の主なものは、民生費国庫負担金の障害者自立支援給付費負担金が４億２,１４５万円で前

年度対比８,７３４万円の増額、障害者医療費負担金が５,０７８万円で前年度対比１,２６６万円の

増額、障害児居宅生活支援給付費負担金が９,０９５万円で前年度対比１,０５５万円の増額、子ど

ものための教育・保育給付費負担金が１億２,８３１万円の皆減、生活保護費負担金が６億２,８８

４万円で前年度対比１億１,５２４万円の減額となっている。

《国庫補助金》

　増減額の主なものは、総務費国庫補助金で、社会資本整備総合交付金が２７３万円の皆増、社会

保障・税番号制度システム整備費補助金が５０９万円で前年度対比２４５万円の減額となってい

る。民生費国庫補助金では、社会資本整備総合交付金が２,０００万円で前年度対比１億３,４００

万円の減額、子どものための教育・保育給付交付金が１億４,１３０万円の皆増、臨時福祉給付金事

業費補助金（経済対策分）が５,５２０万円の皆減、臨時福祉給付金事務費補助金（経済対策分）が

１,０４７万円の皆減となっている。衛生費国庫補助金では、がん検診推進事業補助金が１８６万円

で前年度対比１７１万円の増額、合併処理浄化槽設置整備事業費補助金が１６２万円で前年度対比

１８７万円の減額となっている。農林水産業費国庫補助金では、農業委員会費補助金が７６９万円

で前年度対比２２７万円の増額となっている。土木費国庫補助金では、社会資本整備総合交付金が

１億１,１７０万円の皆増、道路橋りょう費補助金の防災・安全交付金が３,１３０万円で前年度対

比２,５７３万円の増額となっている。消防費国庫補助金では、消防防災施設整備費補助金が２６９

万円の皆増、緊急消防援助隊設備整備費補助金が１,１６６万円で前年度対比３４４万円の減額と

なっている。教育費国庫補助金では、小学校費補助金の学校施設環境改善交付金が６０８万円の皆

増、中学校費補助金の学校施設環境改善交付金が３６８万円の皆増、史跡等総合活用支援推進事業

補助金が５,０５７万円で５２４万円の減額となっている。
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　国庫支出金の推移は次のとおりである。

　国庫支出金の状況は次表のとおりである。  

（単位：千円）

    

教育費国庫補助金 238,823 257,520 236,580 99.1 91.9 234,475 2,105 0.9

247.8 84.1

95.3

－

△ 2.42,724,288 101.02,595,932 2,659,688

12,362

衛生費国庫補助金

220

消防費国庫補助金

△ 6.9

土木費国庫補助金 57,840

△ 46.5

113.6

農 林 水 産 業 費
国 庫 補 助 金

合　　計

◇県支出金

総 務 費 委 託 金

14.4

3,806

△ 4.5

△ 6.4

△ 20.6

当年度

3

委 託 金

2

3,794

159.1

13,690

350

前年度
対予算現額

増減

12,142 12,142

△ 1,769

3,794

112.8

70.0

5,876

148.9

14,040

収入済額

民生費国庫補助金

増減率
（％）

総務費国庫補助金

国 庫 負 担 金 △ 145,798

1,986,762

170,504

4,974

民生費国庫負担金

2,910

国 庫 補 助 金

159.8

91.6

249,565 237,529

8,096

民 生 費 委 託 金

　県支出金は、１０億６,４２２万円（前年度対比３,７７８万円、３.７％増）である。

　このうち、県負担金が６億９,５２６万円（前年度対比３,９４２万円、６.０％増）、県補助金が

２億５,１０２万円（前年度対比４９６万円、２.０％増）、委託金が１億１,７９５万円（前年度対

比６６１万円、５.３％減）となっている。

　県支出金の増減額の主なものは、次のとおりである。

19.0

2,121,106

収入率（％）

2,067,376

予算現額

2,063,570

対当初予算

1,989,672

当初予算額

7,950

91.4660,313

衛生費国庫負担金 2,910 2,037 70.0

90.5

90.52,124,016
1

1,921,579

90,810 261.6

24,159

152.5722,239

13,630

433,045

5,673

2.3

3,638

13,325

577,319

299,235

113.5

14,993

294

△ 63,756

14,699

100.0

113.4

112.8

56235

3,443

95.2

305

91.6

14,966

137,478

3,44303,443

2,569,423

12,645

12,377

△ 1,009

91.1

3,476

2,277

56.4

14,351

△ 7.1

△ 953

15,097100.0

△ 7.0

82,994

△ 144,029

2,339.7

皆増

△ 162

40.1

△ 61,706

△ 4.9

商工費国庫補助金 0

項　（目）

1,919,542

《委託金》

　増減額の主なものは、民生費委託金で、国民年金事務費委託金が１,３５０万円で前年度対比１０

３万円の減額となっている。

96.6

96.6

△ 746

98.2

143,354

14,351
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　県支出金の推移は次のとおりである。

　県支出金の状況は次表のとおりである。

（単位：千円）

総務費県負担金

9,917 9,917県地方分権推進交付金 9,180

1,716 1,820

705,861

対予算現額

70.0

100.0108.0

収入率（％）

99.9

2.9

39,421

6.1642,964

717 7.8

県 負 担 金

予算現額

695,658 718,949

《県負担金》

　増減額の主なものは、民生費県負担金は、障害者自立支援給付費負担金が２億１,３９６万円で前

年度対比４,３３２万円の増額、障害者医療費負担金が２,２１５万円で前年度対比６６８万円の増

額、生活保護費負担金が１,０４６万円で前年度対比１,０１２万円の減額、保険基盤安定負担金

（保険税軽減分）が８,３３０万円で前年度対比７５２万円の減額となっている。衛生費県負担金で

は、未熟児養育医療費負担金が１０２万円で８８万円の減額となっている。

《県補助金》

　増減額の主なものは、民生費県補助金は、重度心身障害者医療費支給事業補助金が６,４８４万円

で前年度対比１８３万円の減額、ひとり親家庭等医療費支給事業補助金が９３３万円で前年度対比

４２３万円の増額、安心・元気！保育サービス支援事業費補助金が４００万円で前年度対比１１５

万円の増額となっている。衛生費県補助金では、合併処理浄化槽設置整備事業費交付金が３５０万

円で前年度対比３１５万円の減額となっている。農林水産業費県補助金では、機構集積支援事業費

補助金が１,３１１万円で前年度対比１,１２４万円の増額となっている。商工費県補助金では、消

費者行政活性化補助金が７２万円で前年度対比２８２万円の減額となっている。教育費県補助金で

は、中学校費補助金の、みどりいっぱいの園庭・校庭促進事業補助金が５４２万円の皆減、みどり

いっぱいの園庭・校庭維持管理補助金が７８万円の皆増となっている。ふるさと創造資金では、ふ

るさと創造資金が１２０万円の皆減となっている。

96.7

民生費県負担金

106.1

収入済額

《委託金》

　増減額の主なものは、総務費委託金は、衆議院議員総選挙執行委託金が１,９１９万円の皆減、県

議会議員選挙執行委託金が７０４万円の皆増、住宅・土地統計調査委託金が４１３万円の皆増と

なっている。

増減率
（％）

683,307

△ 8851,4551,455

9,200

96.7

70.0 1,903

52

項　（目）

39,537

106.1

99.9

1,768
1

△ 46.5

6.0

当年度
当初予算額

増減
対当初予算

1,019

682,501

1,716

衛生費県負担金

695,256 655,835

前年度

4

5

6

7

8

9

10

11

12

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

億円 

年度 
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項　（目） 当初予算額 予算現額

収入済額

当年度
収入率（％）

前年度 増減
対当初予算 対予算現額

民生費県補助金 208,699

県 補 助 金

109,456

－

105.0

104.8

22,525

94.6

119.9

251,021265,806

100.0

104.3

92.1

100.0

407.0

3,651

114,264

101.7

104.4

13 94.7

138.0

94.4

90.8 92.2

93.5

2.0265,384 4,962

103.312,491

消防費県補助金

724

22,733

724

24,432

農林水産業費県補助金

ふるさと創造資金

103.3

0 0

113,072

教育費県補助金

0

委 託 金

－

117,948

△ 28.4△ 4,964

　繰入金は、８億６,７２６万円（前年度対比４億８,７２９万円、１２８.２％増）で、このうち、

特別会計繰入金が７,９２６万円（前年度対比２,０７１万円、２０.７％減）、基金繰入金が７億

８,８００万円（前年度対比５億８００万円、１８１.４％増）となっている。

　繰入金の増減額の主なものは、次のとおりである。

3.7

　財産収入は、３,２４８万円（前年度対比２５２万円、７.２％減）で、このうち、財産運用収入

が１,６１７万円で前年度対比１１６万円の増額、財産売払収入は不動産売払収入が１,６３１万円

で前年度対比２８０万円の減額となっている。

97.0 1,026,446合　　計 1,074,114 37,778

◇繰入金

1,097,286 99.11,064,225

商工費県補助金

256 169.5151

△ 5.6

147.2

総 務 費 委 託 金

17,455

2

衛生費県補助金

3,540

△ 1,200

100

100.0

187,977

24,934

《特別会計繰入金》

　特別会計繰入金では、介護保険特別会計繰入金が３,１７７万円で前年度対比８６８万円減額、馬

込下蓮田土地区画整理事業特別会計繰入金が４,７２５万円の皆減、黒浜土地区画整理事業特別会計

繰入金が１,１０１万円の皆増、下水道事業特別会計繰入金が２,４５４万円の皆増となっている。

《基金繰入金》

　基金繰入金では、財政調整基金からの繰入金は４億円で前年度対比１億２,０００万円の増額、公

共施設等整備基金からの繰入金は３億８,８００万円で皆増となっている。

教 育 費 委 託 金 3,589 3,651

◇財産収入

3

土 木 費 委 託 金 13

民 生 費 委 託 金 14 14

13 19 147.2

100.0

295

22,734

724

407

12,096 12,096

94.7

108,853

112,531

205,526

11,932

△ 2,409

110.5

増減率
（％）

124,553

1,200

17

△ 6,752

△ 6,605

2

17

3,503 148

13.1

2.2

△ 20.7

△ 5.3

4.2

皆減

121,016

4,163

△ 2,816

△ 3

△ 79.5

△ 9.7

192,139

24,797

18,968 10,802

246,059
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　市債の推移は次のとおりである。

　市債の状況は次表のとおりである。

 （単位：千円）

△ 52,1511,049,933

0 2,800 皆増

△ 5.0

55.6 100.0 2,000 皆増

△ 4.6935,233 △ 43,451

消 防 債 2,900 2,800 2,800 96.6 100.0

収入率（％）

対予算現額

合　　計 1,253,100 1,016,082 997,782

70,500

総 務 債 3,600

870,000

15,900

0

◇諸収入

　諸収入は、３億５,１７４万円（前年度対比１６億４,０３９万円、８２.３％減）である。このう

ち、主なものは、固定資産税延滞金が６５５万円で前年度対比５,３４８万円の減額、平成２９年度

障害者自立支援給付費国庫負担金精算交付金が５,５６３万円の皆増、平成２９年度障害者自立支援

給付費県負担金精算交付金が２,７００万円の皆増、西口再開発事業補償金が１６億７,８４５万円

の皆減となっている。

当初予算額

98.2 △ 5.0

◇繰越金

◇市債

　市債は、９億９,７７８万円（前年度対比５,２１５万円、５.０％減）である。

　今年度の借入の主なものは、民生債では保育所建設事業債が５,６７０万円で前年度対比３,５０

０万円の減額、農林水産業債ではかんがい排水整備事業債が５６０万円の皆増、教育債では黒浜貝

塚整備事業債が３,８９０万円の皆増、黒浜西小学校校舎改修事業債が２,３００万円の皆減、臨時

財政対策債が８億９,１７８万円で前年度対比４,３４５万円の減額となっている。

予算現額
前年度

　前年度からの繰越金は１１億８,４２３万円（前年度対比２億８,２５４万円、３１.３％増）であ

る。

市 債 1,049,933

5,600 皆増

収入済額

項　（目）

民 生 債

0

91,70056,700 56,700

15,200 00.0

100.030.4

土 木 債

農 林 水 産 業 債

臨時財政対策債

78,900

100.0102.5

92.6

891,782

42,000教 育 債

0 0.0

1,016,082

18,400 5,600

208,800

1,253,100 997,782

5,600

2,000 2,000

1

27.2 100.0

79.6

当年度
対当初予算

0

38,900 23,000

79.6

891,782

55.2

98.2

69.1

－

△ 35,000 △ 38.2

増減
増減率
（％）

△ 52,151

0

5

10

15

20

25

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

億円 

年度 
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《参考》近年の目的別借入金の内容 （単位：千円）

　

総 務 債 8,800 0 0 0 2,000

平成28年度

0

教 育 債 253,500

農林水産業債

945,500

土 木 債

臨時財政対策債 855,729

232,200

41,500

24,000

935,233

消 防 債 8,000 33,000 14,300 0

1,004,206

0 0

0

民 生 債

平成26年度 平成27年度

0

平成29年度

0

平成30年度

67,100

38,90023,000

56,700

0 5,600

91,700

0 0

2,800

衛 生 債

1,128,575

合　　計 1,631,075 1,982,706

0 0

1,002,629

借 換 債 00

997,782

891,782

0 00

1,049,933

00 0
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（４）歳出決算

①歳出決算の概要

②歳出決算の状況

（単位：千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

　 

　歳出決算額は、１８４億１,２８２万５,２８９円（前年度対比６億５,１５９万円、３.４％減）

である。

　前年度に対し増額となった主な科目は、第３款・民生費で７５億１,３０９万円（前年度対比１

億９,４４３万円、２.７％増）、第６款・農林水産業費は３億５,８２７万円（前年度対比３,０６

３万円、９.３％増）、第９款・消防費は８億６,４４３万円（前年度対比３,７９１万円、４.６％

増）、第１０款・教育費は１８億４,７７５万円（前年度対比１億６,３４４万円、９.７％増）と

なっている。

　また、前年度に対し減額となった主な科目は、第２款・総務費で２６億３,４０９万円（前年度

対比４,５４７万円、１.７％減）、第７款・商工費は７,１１５万円（前年度対比２２７万円、３.

１％減）、第８款・土木費は２１億４,４９０万円（前年度対比１０億１,１１１万円、３２.０％

減）、第１１款・公債費は１５億４,００３万円（前年度対比２,３７７万円、１.５％減）となっ

ている。

　款別の主な増減額は、以下のとおりである。

款 当初予算額 予算現額

支出済額

当年度
執行率（％）

前年度 増減
増減率
（％）対当初予算 対予算現額

議 会 費 224,163 221,260 219,155 97.8 99.0 221,439 △ 2,284 △ 1.0

総 務 費 2,040,518 2,701,085 2,634,093 129.1 97.5 2,679,565 △ 45,472 △ 1.7

民 生 費 7,515,010 7,722,478 7,513,087 100.0 97.3 7,318,654 194,433 2.7

衛 生 費 1,226,540 1,233,583 1,196,949 97.6 97.0 1,189,987 6,962 0.6

労 働 費 23,342 23,511 23,013 98.6 97.9 23,074 △ 61 △ 0.3

農 林 水 産 業 費 364,757 362,179 358,272 98.2 98.9 327,645 30,627 9.3

商 工 費 77,461 76,561 71,149 91.9 92.9 73,415 △ 2,265 △ 3.1

土 木 費 1,897,985 2,425,081 2,144,900 113.0 88.4 3,156,008 △ 1,011,108 △ 32.0

95.0 1,684,310

消 防 費 879,826 879,383 864,427 98.2 98.3

1,563,801 △ 23,774

826,515 37,913 4.6

教 育 費 1,865,083 1,943,999 1,847,752 99.1

0 －

163,442 9.7

公 債 費 1,553,315 1,540,938 1,540,027 99.1 99.9

104.1 96.2

△ 1.5

予 備 費 20,000 17,765 0 － － 0

19,064,413 △ 651,588 △ 3.4

◇総務費

　総務費は、２６億３,４０９万円（前年度対比４,５４７万円、１.７％減）である。
　このうち、総務管理費が２１億６,６４９万円（前年度対比５,４０８万円、２.４％減）、徴税
費が２億４,０６５万円（前年度対比１８０万円、０.８％増）、戸籍住民基本台帳費が１億３,８
３４万円（前年度対比２１８万円、１.６％減）、選挙費が４,６９６万円（前年度対比５３４万
円、１２.８％増）、統計調査費が１,１０４万円（前年度対比３６８万円、４９.９％増）となっ
ている。

合　　計 17,688,000 19,147,823 18,412,825
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　総務費の執行状況は次表のとおりである。
（単位：千円）

1

2

3

4

5

6

　増減額の主なものは、次のとおりである。

《総務管理費》

　一般管理費は、職員給与に関する支出が８億７,７１２万円で前年度対比２,４８５万円の減額と

なっている。財産管理費では、庁舎維持管理事業の設計委託費が１,５３６万円の皆増、公共施設

整備事業費が１,５８０万円で前年度対比９９４万円の増額となっている。財政調整基金費では、

積立金が６億６万円で前年度対比６,４９０万円の増額となっている。企画費では、総合振興計画

策定業務委託費が１８４万円の皆減となっている。情報管理費では、総合行政システム運用管理事

業の電算処理業務委託費が１億４,１３０万円で前年度対比５９４万円の減額となっている。コ

ミュニティ施設費では、コミュニティセンター運営事業の設計委託費が１００万円の皆増となって

いる。安全対策費では、交通安全対策推進事業の施設改修事業費が６,１５６万円の皆増、交通安

全施設等整備事業の光熱水費が２,２４２万円で前年度対比１,５６２万円の減額、ＬＥＤ街路灯借

上料が７８６万円で前年度対比６５６万円の増額、ゾーン３０対策事業費が４９７万円の皆増と

なっている。公共施設等整備基金費では、積立金が６,０１６万円で前年度対比１億６,９９０万円

の減額となっている。諸費では、自治会館建設費補助が５２１万円で前年度対比３３３万円の増

額、弁護士委託費が１５９万円の皆増となっている。

《徴税費》

　税務総務費は、職員給与に関する支出が１億７,２７３万円で前年度対比５６５万円の増額と

なっている。賦課費では、固定資産税賦課業務経費の土地評価替基礎資料作成業務委託費が４７５

万円の皆減、航空写真撮影等業務委託費が８３２万円で前年度対比４２１万円の増額となってい

る。徴収費では、過年度市税過誤納還付金が２,６１１万円で前年度対比２４６万円の減額となっ

ている。

《戸籍住民基本台帳費》

　戸籍住民基本台帳費は、住民基本台帳業務経費の電算処理業務委託費が１,０４０万円で前年度

対比６８４万円の増額、庁用備品購入費が７０４万円の皆減となっている。

《選挙費》

　選挙費は、県議会議員選挙費が６６１万円の皆増、市長選挙費が１,８５７万円の皆増、衆議院

議員選挙費が１,９２５万円の皆減となっている。

《統計調査費》

　諸統計調査費は、住宅・土地統計調査事業の調査員報酬が３１３万円の皆増となっている。

140.5 97.7

支出済額

当年度
執行率（％）

前年度 増減
増減率
（％）対当初予算 対予算現額

項 当初予算額 予算現額

2,220,574 △ 54,083 △ 2.4総 務 管 理 費 1,542,002 2,217,921 2,166,491

徴 税 費 246,932 248,880 240,646 97.5 96.7 238,848 1,798 0.8

戸籍住民基本台帳費 158,232 144,024 138,336 87.4 96.1 140,516 △ 2,181 △ 1.6

選 挙 費 51,231 47,799 46,957 91.7 98.2 41,613 5,343 12.8

統 計 調 査 費 11,355 11,140 11,042 97.2 99.1 7,365 3,677 49.9

監 査 委 員 費 30,766 31,321 30,622 99.5 97.8 30,648 △ 26 △ 0.1

合　　計 2,040,518 2,701,085 2,634,093 129.1 97.5 2,679,565 △ 45,472 △ 1.7
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◇民生費

　民生費は、７５億１,３０９万円（前年度対比１億９,４４３万円、２.７％増）である。
　このうち、社会福祉費が３５億２,００８万円（前年度対比１億３,２５１万円、３.９％増）、
児童福祉費が２９億６,６９４万円（前年度対比１,１２４万円、０.４％増）、生活保護費が１０
億２,６０７万円（前年度対比５,０７８万円、５.２％増）、災害救助費が１０万円の皆減となっ
ている。

　民生費の増減額の主なものは、次のとおりである。

 《社会福祉費》

　社会福祉総務費は、地域福祉計画策定業務委託費が２４７万円の皆減となっている。社会福祉施

設費では、老人福祉センター管理運営委託費が２,７３４万円で前年度対比１４２万円の増額と

なっている。老人福祉費では、高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定業務委託費が２５９万円の

皆減、シルバー人材センター事務所基本計画策定業務委託費が９４万円の皆減となっている。心身

障がい者福祉費では、障がい福祉施設等支援事業の事業用地取得費が２,４７１万円の皆増、障が

い者自立支援給付事業の扶助費が９億３,５９３万円で前年度対比７,４５８万円の増額、障がい者

地域生活支援事業の埼葛北地区地域生活支援事業委託費が５,９２７万円の皆増、埼葛北地区基幹

相談支援センター委託費が２,０２８万円の皆増となっている。国民健康保険事業費では、国民健

康保険特別会計繰出金が４億３,２８０万円で前年度対比３８７万円の減額となっている。後期高

齢者医療費では、療養給付費負担金が５億６,７５５万円で前年度対比２,３９３万円の増額、後期

高齢者医療特別会計繰出金が１億４,０８１万円で前年度対比７０１万円の増額となっている。介

護保険事業費では、介護保険特別会計繰出金が６億９,７０５万円で前年度対比７３２万円の増額

となっている。臨時福祉給付金事業費では、電算処理業務委託費が６３１万円の皆減、臨時福祉給

付金が５,４８６万円の皆減となっている。

《児童福祉費》

　児童福祉総務費は、職員給与に関する支出が６,６５８万円で前年度対比４４１万円の増額、こ

ども医療費助成費が１億９,２４３万円で前年度対比５２３万円の減額、ひとり親家庭等医療費助

成費が１,９９５万円で前年度対比９７５万円の増額となっている。児童措置費では、障がい児自

立支援給付事業の扶助費が２,０１７万円で前年度対比４２３万円の増額、児童手当給付費が８億

５,５３８万円で前年度対比１,２５４万円の減額、障害児居宅生活支援給付費が１億７,６８２万

円で前年度対比１,５５７万円の増額となっている。保育所費は、職員給与に関する支出が３億９,

７７０万円で前年度対比２,９７０万円の増額、保育所運営事業の臨時雇用費が１億６０６万円で

前年度対比１,２０９万円の増額、保育所児童委託費が３億３,３１６万円で前年度対比１,４８１

万円の増額、保育所建設事業が２億６,５４６万円で前年度対比１億６２３万円の減額となってい

る。学童保育所費は、学童保育所指導員報酬が７,６８６万円で前年度対比１,１９５万円の増額、

学童保育所等借上料が１,７４３万円で前年度対比２１２万円の増額、学童保育所整備事業が５５

万円で前年度対比５６３万円の減額となっている。児童センター費では、施設改修事業費が６１万

円の皆減、備品購入費が３４万円の皆減となっている。母子福祉費では、児童扶養手当給付費が１

億５,５２５万円で前年度対比９０万円の増額、母子家庭自立支援給付金が３２２万円で前年度対

比３１８万円の減額となっている。

《生活保護費》

　生活保護総務費は、職員給与に関する支出が４,１１４万円で前年度対比１３７万円の増額と

なっている。扶助費では、生活扶助費が２億６,０２６万円で前年度対比２,３３７万円の減額、医

療扶助費が３億９,１６０万円で前年度対比３,５７６万円の増額、償還金、利子及び割引料が１億

１,９５１万円で前年度対比３,９４０万円の増額となっている。
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　民生費の推移は次のとおりである。

　民生費の執行状況は次表のとおりである。
（単位：千円）

1

2

3

4

　  

　衛生費の執行状況は次表のとおりである。

当初予算額 予算現額

支出済額

当年度
執行率（％）

前年度 増減
増減率
（％）対当初予算 対予算現額

97.0 2,955,702

社 会 福 祉 費 3,521,418 3,586,500 3,520,075 100.0 98.1

98.3

項

975,287 50,781

3,387,564 132,511 3.9

児 童 福 祉 費 3,017,756 3,060,263 2,966,943

△ 100 皆減

11,241 0.4

生 活 保 護 費 975,266 1,075,145 1,026,068 105.2 95.4

100.0 97.3

5.2

災 害 救 助 費 570 570 0 0.0 0.0 100

7,318,654 194,433 2.7

◇衛生費

　衛生費は、１１億９,６９５万円（前年度対比６９６万円、０.６％増）である。

　このうち、保健衛生費が５億９,８９７万円（前年度対比８４５万円、１.４％減）、清掃費が５

億９,７９８万円（前年度対比１,５４１万円、２.６％増）となっている。

　増減額の主なものは、次のとおりである。

《保健衛生費》

　保健衛生総務費は、職員給与に関する支出が１億３,８３１万円で前年度対比１７９万円の増

額、がん検診事業が８,１５４万円で前年度対比１３６万円の増額、妊婦一般健康診査等委託費が

３,３４９万円で前年度対比３７２万円の減額、未熟児養育医療助成費が５１１万円で前年度対比

２６８万円の減額となっている。予防費では、予防接種事業の予防接種委託費が１億１４６万円で

前年度対比１５５万円の減額、インフルエンザワクチン接種事業の予防接種委託費が３,１０７万

円で前年度対比１５０万円の増額、肺炎球菌ワクチン接種事業の予防接種委託費が９１８万円で前

年度対比１１２万円の減額となっている。保健衛生施設費では、修繕料が２９万円で前年度対比７

８万円の減額となっている。環境衛生費では、合併処理浄化槽設置整備事業補助が６０８万円で前

年度対比５３８万円の減額となっている。環境学習館費では、不動産鑑定料が７４万円の皆増、測

量委託費が１７３万円の皆増となっている。

《清掃費》

　清掃総務費は、蓮田白岡衛生組合負担金が５億９,７９８万円で前年度対比１,５４１万円の増額

となっている。

合　　計 7,515,010 7,722,478 7,513,087
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（単位：千円）

1

2

 

94.0 94.2

支出済額

当年度
執行率（％）

前年度 増減
増減率
（％）対当初予算 対予算現額

項 当初予算額 予算現額

607,414 △ 8,449 △ 1.4保 健 衛 生 費 637,238 635,533 598,965

清 掃 費 589,302 598,050 597,984 101.5 100.0 582,573 15,410 2.6

合　　計 1,226,540 1,233,583 1,196,949 97.6 97.0 1,189,987 6,962 0.6

◇農林水産業費

　農林水産業費は、３億５,８２７万円（前年度対比３,０６３万円、９.３％増）である。

　増減額の主なものは、農業費の農業委員会費は、農地利用最適化推進委員報酬が３９４万円で前

年度対比１４５万円の増額となっている。農業総務費では、職員給与に関する支出が８,２７７万

円で前年度対比２６６万円の減額、庁用備品購入費が２０２万円の皆減、機構集積協力金が１,３

１１万円で前年度対比１,１２４万円の増額となっている。農業振興費では、水田生産調整事業が

５７４万円で前年度対比３９４万円の減額、農業振興地域整備計画基礎調査委託費が６３３万円の

皆増、市民農園整備事業が４２０万円の皆増となっている。農地費では、かんがい排水整備事業費

が２２４万円で前年度対比１,０８４万円の減額、農業集落排水事業特別会計繰出金が１億３,５７

６万円で前年度対比４３９万円の増額、埼玉型ほ場整備事業の県営土地改良事業負担金が３,２０

３万円で前年度対比１,３２２万円の増額となっている。

◇商工費

　商工費は、７,１１５万円（前年度対比２２７万円、３.１％減）である。

　増減額の主なものは、商工総務費は、職員給与に関する支出が３,０７９万円で前年度対比１２

３万円の増額となっている。商工業振興費では、さくら祭り実施支援事業の商工祭補助が５０万円

で前年度対比５０万円の減額となっている。消費者行政推進費では、消費生活相談推進事業の印刷

製本費が１８８万円の皆減、事業推進業務委託費が６５万円の皆減となっている。

◇土木費

　土木費は、２１億４,４９０万円（前年度対比１０億１,１１１万円、３２.０％減）である。
　このうち、土木管理費が１億３,２１９万円（前年度対比５３５万円、４.２％増）、道路橋りょ
う費が６億５,３６３万円（前年度対比２億２,４８３万円、５２.４％増）、河川費が９,１６２万
円（前年度対比１,２８８万円、１６.４％増）、都市計画費が７億７,９７４万円（前年度対比１
２億８,０８５万円、６２.２％減）、下水道費は４億８,７７１万円（前年度対比２,６６９万円、
５.８％増）である。

　増減額の主なものは、次のとおりである。

《土木管理費》

　土木総務費は、職員給与に関する支出が１億３９０万円で前年度対比１４５万円の減額、工事請

負費が６８０万円で前年度対比４７２万円の増額となっている。建築指導費では、建築行政情報処

理システム作成業務委託費が３０６万円の皆増となっている。
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　土木費の推移は次のとおりである。

《道路橋りょう費》

　道路橋りょう総務費は、職員給与に関する支出が６,８８７万円で前年度対比４３６万円の増

額、道路橋りょう管理業務経費の保守料が５６８万円で前年度対比４１４万円の増額、官民境界確

認業務委託費が１,０５０万円で３２５万円の増額となっている。道路維持費では、道路補修事業

費が１億５,６１７万円で前年度対比１,５２８万円の増額、街路樹管理委託費が１,３４０万円で

前年度対比２７１万円の増額、道路管理業務委託費が８７４万円で前年度対比２６０万円の増額と

なっている。道路新設改良費では、生活道路改良重点整備事業の調査測量委託費が１,０７５万円

で前年度対比２,８００万円の減額、道路改良事業費が２億９,７０９万円で前年度対比２億８３３

万円の増額、道路改良事業用地取得費が１,６４７万円で前年度対比９５４万円の増額、歩道等整

備事業の道路改良事業費が６８２万円で前年度対比６４１万円の増額となっている。橋りょう維持

費では、橋りょう長寿命化対策事業の橋りょう点検委託費が５１７万円で前年度対比４９６万円の

減額、橋りょう維持管理事業の設計委託費が４３２万円の皆増となっている。

《河川費》
　河川総務費は、河川・排水路維持管理事業の修繕料が４６１万円で対前年度比１,５６８万円の
減額、排水路維持管理委託費が３,３９２万円で前年度対比１,０７４万円の増額、河川・排水路整
備事業の排水整備事業費が３,９９４万円で前年度対比１,８９４万円の増額となっている。

《都市計画費》
　都市計画総務費は、職員給与に関する支出が１億２,６４１万円で前年度対比６１８万円の増
額、都市計画業務経費の事業推進業務委託費が２,０４１万円で前年度対比１,９４１万円の増額、
蓮田駅自由通路維持管理事業の修繕料が９４３万円で前年度対比５５０万円の増額、企業立地促進
事業の高虫産業団地整備事業推進業務委託費が１,４０７万円で９８１万円の増額、蓮田スマート
インターチェンジ整備促進事業の事業推進業務委託費が２,００７万円で前年度対比９８１万円の
増額となっている。土地区画整理費では、馬込下蓮田土地区画整理事業特別会計繰出金が９２９万
円の皆減、黒浜土地区画整理事業特別会計繰出金が１,９３１万円の皆減となっている。街路事業
費では、前口山ノ内線街路整備事業の都市計画道路等用地取得費が２,４４１万円の皆増、蓮田駅
西口通線街路整備事業の調査測量設計等業務委託費が１７８万円で前年度対比１,２５８万円の減
額となっている。公園費では、簡易児童遊園地整備事業費が１９８万円で前年度対比２４５万円の
減額、公園維持管理業務経費の公園管理委託費が４,０９８万円で前年度対比１５２万円の増額、
公園整備事業の設計委託費が６３９万円の皆減、遊具借上料が２０３万円の皆増、公園施設整備事
業費が９００万円で１,５８８万円の減額となっている。再開発事業費は、蓮田駅西口第一種市街
地再開発事業特別会計繰出金が４億７,３４２万円で前年度対比１２億８,６４０万円の減額となっ
ている。

《下水道費》
　下水道整備費では、下水道事業特別会計への繰出金が４億８,７６６万円で前年度対比２,６６９
万円の増額となった。
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　土木費の執行状況は次表のとおりである。

（単位：千円）

1

2

3

4

5

 

　

項

土 木 管 理 費 151,456 137,043 132,193 87.3

支出済額

当年度
執行率（％）

前年度

96.5

当初予算額 予算現額

126,848 5,345 4.2

増減
増減率
（％）対当初予算 対予算現額

92.9 78,740

道路橋りょう費 452,768 866,375 653,630 144.4 75.4

2,060,588 △ 1,280,846

428,804 224,826 52.4

河 川 費 36,639 98,660 91,622 250.1

26,685 5.8

12,881 16.4

都 市 計 画 費 795,097 835,289 779,742 98.1 93.3

113.0 88.4

△ 62.2

下 水 道 費 462,025 487,714 487,713 105.6 100.0 461,028

3,156,008 △ 1,011,108 △ 32.0

◇消防費

　消防費は、８億６,４４３万円（前年度対比３,７９１万円、４.６％増）である。

　増減額の主なものは、常備消防費は、職員給与に関する支出が６億５,２０８万円で前年度対比
９１７万円の減額、救急活動推進事業の高度救急資機材購入費が５６６万円の皆減となっている。
非常備消防費では、消防団員退職報償費が２９５万円で前年度対比１８７万円の増額、消防団消防
操法大会出場交付金が１５６万円の皆増、消防団詰所運営事業の施設改修事業費が１００万円の皆
減となっている。消防施設費では、防火水槽整備事業の測量設計委託費が１８９万円の皆増、工事
事業費が１,０１１万円の皆増、消防ポンプ自動車購入費が５,０４９万円の皆増、救急自動車購入

費が３,７２４万円の皆減、消防施設整備事業の消防施設整備事業費が４１９万円の皆増、広報車

購入費が４２１万円の皆減となっている。災害対策費では、職員給与に関する支出が４６７万円で

前年度対比２５５万円の増額、危機管理業務経費の電算処理業務委託費が４００万円の皆増、防災

訓練事業の消耗品費が３１９万円で前年度対比３１３万円の増額、会場設営委託費が４４８万円で

前年度対比３９３万円の増額、防災資機材等整備事業の災害対策用備品購入費が３４１万円で前年

度対比２９９万円の増額となっている。

◇教育費

合　　計 1,897,985 2,425,081 2,144,900

　教育費は、１８億４,７７５万円（前年度対比１億６,３４４万円、９.７％増）である。
　このうち、教育総務費が３億６,２５０万円（前年度対比２８１万円、０.８％増）、小学校費が
４億１,４９３万円（前年度対比１,８２８万円、４.６％増）、中学校費が２億６,８８９万円（前
年度対比１,２４７万円、４.９％増）、社会教育費が６億５,９２７万円（前年度対比１億８,７８
３万円、３９.８％増）、保健体育費が１億４,２１７万円（前年度対比５,７９５万円、２９.０％
減）となっている。

《教育総務費》

　事務局費は、職員給与に関する支出が１億２,６３１万円で前年度対比１７５万円の減額、小学

校３０人学級推進事業の臨時雇用費が６４２万円で前年度対比４２１万円の減額、生活支援員配置

事業の臨時雇用費が１,２１８万円で前年度対比２３７万円の増額、庁務手業務委託費が２,０６３

万円で前年度対比３６９万円の増額となっている。教育指導費では、社会科副読本整備事業が３万

円で前年度対比１８４万円の減額、教科書採択対応用指導書等整備事業が２３２万円で前年度対比

１７２万円の増額、発達支援センター推進事業が１６５万円の皆増となっている。学校教育費で

は、児童生徒等健康診断委託費が４７８万円で前年度対比１２万円の減額となっている。

　増減額の主なものは、次のとおりである。
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《中学校費》

　学校管理費は、中学校維持業務経費の光熱水費が３,４３０万円で前年度対比１９６万円の増

額、中学校教育備品管理事業の教育設備備品購入費が９４万円で前年度対比５３万円の減額となっ

ている。学校給食費では、職員給与に関する支出が３８０万円で前年度対比３７０万円の減額、中

学校給食設備維持管理事業の光熱水費が５４９万円で前年度対比４１万円の減額、給食用備品購入

費が６７７万円で前年度対比５４万円の減額となっている。教育振興費では、中学校教育振興事業

の消耗品費が１２２万円で前年度対比１４０万円の減額、中学校就学援助事業の就学援助費が１,

６４８万円で前年度対比３３０万円の増額となっている。学校施設費では、中学校施設維持管理事

業の空調設備借上料が１,２８７万円で前年度対比２１４万円の増額、施設改修事業費が６５万円

で前年度対比１,４３６万円の減額、中学校校庭整備事業の平野中学校校庭整備工事費が４６３万

円の皆減となっている。学校建設費では、中学校校舎整備事業が３,５７５万円で前年度対比３,０

６７万円の増額となっている。

《社会教育費》
　社会教育総務費は、職員給与に関する支出が５,２７０万円で前年度対比３６３万円の増額、少
年キャンプ推進事業が１万円で前年度対比４７万円の減額となっている。公民館費では、中央公民
館維持管理事業の駐車場用地取得費償還金が８,３１５万円で前年度対比８,２６５万円の増額、関
山分館整備事業が９,１５０万円で前年度対比８,６０２万円の増額となっている。図書館費では、
図書館維持管理事業の修繕料が３４０万円で前年度対比２５７万円の増額、公共施設整備事業費が
１,６９９万円の皆増、図書館情報ネットワーク推進事業の電算処理業務委託費が９７２万円の皆

増となっている。文化財保護費では、文化財保護業務経費の公共施設整備事業費が１８０万円の皆

減、国指定史跡黒浜貝塚公有化事業の設計委託費が４５１万円で前年度対比１,１８６万円の減

額、工事監理委託費が３３３万円で前年度対比２４２万円の減額、黒浜貝塚ＡＲコンテンツ作成業

務委託費が５５３万円の皆増となっている。総合文化会館費は、職員給与に関する支出が２,８２

２万円で前年度対比１９９万円の増額、蓮田市総合文化会館建設事業が３６３万円の皆減、総合文

化会館運営事業の総合文化会館事業委託費が３４６万円で４２３万円の減額となっている。

《保健体育費》
　保健体育総務費は、職員給与に関する支出が２,５７０万円で前年度対比１７２万円の増額と
なっている。市民体育館費では、総合市民体育館維持管理事業の調査設計委託費が７４８万円の皆
増、黒浜公園維持管理事業の施設改修事業費が９７万円で前年度対比１,９２９万円の減額、体育
館用地整備事業の体育館駐車場整備工事費が５,０４４万円の皆減となっている。

《小学校費》

　学校管理費は、小学校維持業務経費の光熱水費が５,２４３万円で前年度対比３８４万円の増

額、小学校教育備品管理事業の教育設備備品購入費が２３６万円で前年度対比５７万円の減額と

なっている。学校給食費では、小学校給食設備維持管理事業の修繕料が１８８万円で前年度対比４

２万円の減額、小学校給食調理等業務委託費が１億２,２８８万円で前年度対比２２４万円の増額

となっている。教育振興費では、小学校教育振興事業の消耗品費が１９９万円で前年度対比２２１

万円の減額、小学校情報化推進事業の消耗品費が４８７万円で前年度対比３７４万円の増額、ＯＡ

機器等借上料が２,７３５万円で前年度対比７５８万円の減額、小学校就学援助事業の就学援助費

が１,１６７万円で前年度対比２７４万円の増額となっている。学校施設費では、小学校施設維持

管理事業の空調設備借上料が２,６９２万円で前年度対比４４９万円の増額、施設改修事業費が１

７２万円で前年度対比３８４万円の減額、施設整備工事費が１,６４３万円で前年度対比１,３３９

万円の増額、事業用地取得費が８００万円の皆増となっている。学校建設費では、小学校校舎整備

事業の施設改修事業費が２,４３８万円で前年度対比６４０万円の減額となっている。
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　教育費の推移は次のとおりである。

　教育費の執行状況は次表のとおりである。

（単位：千円）

1

2

3

4

5

　  

　公債費の推移は次のとおりである。

　

前年度 増減
増減率
（％）対当初予算 対予算現額

項

378,994 373,535 362,499 95.6 97.0

執行率（％）当初予算額 予算現額

支出済額

当年度

359,693 2,805 0.8

小 学 校 費 385,732 473,464 414,928 107.6 87.6

教 育 総 務 費

396,646 18,282 4.6

256,412中 学 校 費 267,423 280,091 268,886 100.5 96.0 12,474 4.9

社 会 教 育 費 700,575 672,755 659,272 94.1 98.0 471,441 187,831 39.8

保 健 体 育 費 132,359 144,154 142,167 107.4 98.6 200,118 △ 57,951 △ 29.0

合　　計 1,865,083 1,943,999 1,847,752 99.1 95.0

　予備費充用は、３件、２２４万円となっている。

1,684,310 163,442 9.7

◇公債費

　公債費は、１５億４,００３万円（前年度対比２,３７７万円、１.５％減）である。

　このうち、元金分は１４億５,７２３万円で前年度対比６７３万円の減額、利子分は８,２７９万

円で前年度対比１,７０５万円の減額となっている。

◇予備費

14

15

16

17

18

19

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

億円 

年度 

10

15

20

25

30

35

40

45

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

億円 

年度 
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３　国民健康保険特別会計

（１）収支

（２）歳入決算の概要

（単位：千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

※1…3,875.9%　　※2…55,680,923.1%

皆減

合　　計 6,433,976 7,276,916 7,151,575 111.2 98.3 8,789,881 △ 1,638,306 △ 18.6

△ 2,281,083 皆減

1,692,695 △ 1,692,695共同事業交付金 0 0 0 － －

△ 29.3

前期高齢者交付金 0 0 0 － － 2,281,083

△ 92,715 △ 14.3

諸 収 入 3,219 3,219 27,772 862.7 862.7 39,294 △ 11,522

728,016 △ 210,257 △ 28.9

繰 越 金 1 556,809 556,809 ※2 100.0 649,524

繰 入 金 503,415 517,761 517,759 102.8 100.0

1,270.4

財 産 収 入 1 1 39 ※1 ※1 19 20 104.5

△ 119,871 皆減

県 支 出 金 4,641,916 4,913,702 4,710,829 101.5 95.9 343,767 4,367,061

1,443,022 △ 1,443,022 皆減

療養給付費等交付金 1 1 0 － － 119,871

国 庫 支 出 金 1 1 0 － －

増減率
(％)

104.1 104.1 1,492,591 △ 154,223 △ 10.31,338,368

　国民健康保険特別会計の予算現額は、７２億７,６９１万６,０００円で、前年度対比１１億

７,７７１万８,０００円、１３.９％の減額となっている。

　決算額は、歳入が７１億５,１５７万５,０９５円（前年度対比１６億３,８３１万円、１８.

６％減）、歳出が６９億５,４６５万１,６０５円（前年度対比１２億７,８４２万円、１５.５％

減）で、歳入歳出とも減額となっている。

　歳入歳出差引額（形式収支額）は、１億９,６９２万３,４９０円（前年度対比３億５,９８９

万円、６４.６％減）で、翌年度への繰越財源はないため、実質収支額は、形式収支額と同額の

１億９,６９２万３,４９０円（前年度対比３億５,９８９万円、６４.６％減）の黒字である。

款 当初予算額 予算現額

収 入 済 額

当年度

収入率(％)

前年度 増減

　決算額は、７１億５,１５７万５,０９５円(前年度対比１６億３,８３１万円、１８.６％減)で

ある。平成３０年度からの国民健康保険広域化により、科目内容に大幅な変動があったため科目

の増減があった。

　前年度に対し減額となった主な科目は、第２款・国庫支出金、第３款・療養給付費等交付金及

び前期高齢者交付金、共同事業交付金で、皆減となった。

　また、前年度に対し増額となった主な科目は、第４款・県支出金が４７億１,０８３万円（前

年度対比４３億６,７０６万円、１,２７０.４％増）となっている。

対当初
予算

対予算
現額

国民健康保険税 1,285,422 1,285,422
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◇加入者について    

※世帯数及び被保険者数は年度末の数値です。     

  

◇国民健康保険税の収納率等について        

 

国民健康保険税の加入者数の推移

国民健康保険税収入額と加入率の推移

1,338

△154

△10.3

21.9

13,564

△778

1,493

△114

△7.1

23.1

14,342

△716

1,606

△39

△2.4

24.2

15,058

△926

16,690

△377

△2.2

15,984

△706

△5.4

△3.2

25.6

△4.2

1,699

△24

△1.4

26.6

1,645

△55

△5.8 △4.8〃 増 減 率 （ ％ ）

保 険 税 収 入 額 （ 百 万 円 ）

対前 年度 増減 額（ 百万 円）

対 前 年 度 増 減 率 （ ％ ）

国 保 加 入 率 （ ％ ）

国 保 被 保 険 者 数 （ 人 ）

〃 増 減 者 数 （ 人 ）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

113人 27人

前 年 度 比 △19.90％ △26.50％ △48.07％ △55.69％ △76.11％

13,537人

前 年 度 比 △1.30％ △3.30％ △4.45％ △3.88％ △4.86％
内
　
　
訳

一般被保険者数 16,022人 15,493人 14,803人 14,229人

退職被保険者数 668人 491人 255人

前 年 度 比 △2.21％ △4.23％ △5.79％ △4.75％ △5.42％

被 保 険 者 数 16,690人 15,984人 15,058人 14,342人 13,564人

前 年 度 比 △1.11％ △1.81％ △4.14％ △2.47％ △3.06％

加 入 世 帯 数 9,739世帯 9,563世帯 9,167世帯 8,941世帯 8,667世帯

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

　国民健康保険の被保険者は、総数で１３,５６４人で前年度に比べ７７８人減少となってい

る。また、蓮田市の人口６１,８１７人に対する加入率は、２１.９％となっている。

　この被保険者の内訳は、一般被保険者数が１３,５３７人で前年度対比６９２人、４.９％の減

少、退職被保険者数は２７人で前年度対比８６人、７６.１％減少となっている。

　収納率は７４.９％で、前年度の数値７３.８％と比べると、１.１ポイント上昇した結果と

なっている。内訳は、現年度分の収納率が９４.４％で前年度対比０.３ポイント下降、滞納繰越

分の収納率は１６.２％で前年度対比０.６ポイント上昇となっている。

　収入未済額は３億７,２１１万円で前年度対比７,６１４万円で１７.０％の減額であり、平成

２６年度より３億３,０６０万円、４７.０％の減額となっている。

　なお、不納欠損額は７,５８９万円で前年度対比４９３万円で６.１％の減額となったが、５年

間の不納欠損額の合計額は、３億９,１６５万円となっている。
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国民健康保険税の収納の状況

（単位：千円）

収納率の推移

不納欠損額の推移          
（単位：千円）

（３）歳出決算の概要        

 

（単位：千円）

1

2

3

4

5

（次頁へ続く）

　決算額は、６９億５,４６５万１,６０５円（前年度対比１２億７,８４２万円、１５.５％減）

である。平成３０年度からの国民健康保険広域化により、科目内容に大幅な変動があったため科

目の増減があった。

　減額となった主な科目は、後期高齢者支援金等、前期高齢者納付金等、老人保健拠出金、介護

納付金で、皆減となった。第４款・共同事業拠出金は、前年度対比１５億２,１５６万円、１０

０％減となった。

　また、増額となった主な科目は、第３款・国民健康保険事業費納付金で１６億２,６２６万円

で、皆増となった。

平成27年度 平成28年度

12,605 18.2

1,521,564 △ 1,521,563 △ 100.0

保 健 事 業 費 102,167 100,623 81,978 80.2 81.5 69,373

共同事業拠出金 2 2 1 49.0 49.0

△ 3.4

国民健康保険
事業費納付金

1,618,836 1,626,263 1,626,261 100.5 100.0 0 1,626,261 皆増

139 0.2

保 険 給 付 費 4,605,314 4,879,637 4,609,710 100.1 94.5 4,771,890 △ 162,181

増減率
(％)対当初

予算
対予算
現額

総 務 費 88,820 87,805 83,226 93.7 94.8 83,087

款 当初予算額 予算現額

支 出 済 額

当年度

執行率(％)

前年度 増減

合　計

不納欠損額 98,236 77,307 59,412 80,811 75,886 391,652

年度 平成26年度 平成29年度 平成30年度

合　　計 68.0 69.9 73.0 73.8 74.9

滞 納 繰 越 分 （ ％ ） 11.0 14.0 18.5 15.6 16.2

現 年 度 分 （ ％ ） 93.1 93.6 94.5 94.7 94.4

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

94.4

滞納繰越分 445,367 72,316 75,818 297,234 16.2
（参考）

現年度分 1,341,001 1,266,052 68 74,880

合　　計 1,786,368 1,338,368 75,886 372,114 74.9

453 93.0

滞納繰越分 8,126 1,390 2,127 4,608 17.1
2

退職被保
険者等分

現年度分 6,485 6,032 0

94.4

滞納繰越分 437,242 70,925 73,691 292,625 16.2

収納率(％)

1
一般被

保険者分

現年度分 1,334,516 1,260,020 68 74,428

区分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
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（前頁から続き） （単位：千円）

6

7

8

9

※1…43,473,500.0%

 

◇保険給付費  
  

皆減介 護 納 付 金 0 0 0 － －

59,011

療養諸費

285,851 △ 285,851

一件当り費用(円) 55,014

件　　　数 9,421

21

9,269

5,481

19,516 20,779一件当り費用(円)

（イ）＋（ロ）

費用額(百万円) 518 548

9,421

58,210

547

高額療養費

合 計

高額療養費

289,510 274,330 261,826

20,934

一件当り費用(円) 81,695 104,116 137,871

一件当り費用(円) 54,280 57,682 58,600

件　　　数 252 107 48

7

費用額(百万円)

（ロ）退職被保険者

件　　　数（イ）＋（ロ）

費用額(百万円) 5,650 5,700

療養諸費

費用額(百万円) 11

件　　　数 7,272

22,747

165 79

24,130
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高額療養費 件　　　数 9,169 9,314 9,221

33,729

3,293 1,246

一件当り費用(円)

一件当り費用(円) 19,433 20,738 20,873

費用額(百万円) 498 537 540
（イ）一般被保険者

費用額(百万円) 5,485 5,621 5,439

療養諸費 件　　　数 282,238 271,037 260,580

8,233,072 △ 1,278,421 △ 15.5

過去３年間の医療給付の状況は次表のとおりである。

平成28年度 平成29年度 平成30年度

合　　計 6,433,976 7,276,916 6,954,652 108.1 95.6

皆減

老人保健拠出金 0 0 0 － － 15 △ 15 皆減

△ 839,611 皆減

前期高齢者納付金等 0 0 0 － － 3,078 △ 3,078

0 0 －

後期高齢者支援金等 0 0 0 － － 839,611

予 備 費 10,000 24,830 0 － －

－

諸 支 出 金 8,835 123,020 118,741 1,344.0 96.5 68,593 50,148 73.1

△ 155,275 △ 26.3

公 債 費 1 1 0 － 　－ 0 0

増減率
(％)対当初

予算
対予算
現額

基 金 積 立 金 1 434,735 434,735 ※1 100.0 590,010

款 当初予算額 予算現額

支 出 済 額

当年度

執行率(％)

前年度 増減
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４　後期高齢者医療特別会計

（１）収支

（２）歳入決算の概要

歳入決算の状況

（単位：千円）

1

2

3

4

5

6

※1…351,630.8％

 

 

140,805 98.4 100.0

合　　計 913,298 927,893 888,494 97.3

款

3,516 3,516

0

後期高齢者医療保険料 767,168

諸 収 入

1

1

3,054

1,382 1,382

95.8 854,215 34,279 4.0

1,382 皆増

当初予算額 予算現額

収 入 済 額

779,135 95.2

増減

収入率(％)

対当初
予算

対予算
現額

当年度
増減率
(％)

前年度

1,216 39.8

－ 0 －

5.2

39.8

－

96.7

△ 10.7

国 庫 支 出 金 0

※1

繰 入 金 143,074

0

3,054

9,575

使用料及び手数料

繰 越 金

133,791

1,362 △ 146

　後期高齢者医療特別会計の予算現額は、９億２,７８９万３,０００円で、前年度対比５,９７

２万２,０００円、６.９％の増額である。

　決算額は、歳入が８億８,８４９万４,２６５円（前年度対比３,４２８万円、４.０％増）、歳

出が８億８,３４８万２,３１０円（前年度対比３,２７８万円、３.９％増）で、歳入歳出とも増

額となっている。

　歳入歳出差引額（形式収支額）は、５０１万１,９５５円（前年度対比１５０万円、４２.５％

増）で、翌年度への繰越財源はないため、実質収支額は、形式収支額と同額の５０１万１,９５

５円（前年度対比１５０万円、４２.５％増）の黒字となっている。

　なお、後期高齢者医療制度は、７５歳以上の方を被保険者として、埼玉県全域を包括する広域

組織の後期高齢者医療広域連合により運営されており、市の業務は、資格の取得、喪失や保険料

の徴収事務等である。

　決算額は、８億８,８４９万４,２６５円（前年度対比３,４２８万円、４.０％増）である。

　増額となった主な科目は、第１款・後期高齢者医療保険料が７億４,１５８万円（前年度対比

３,２０９万円、４.５％増）、第３款・繰入金は１億４,０８１万円（前年度対比７０１万円、

５.２％増）となっている。

－ 100.0 0

100.0

4.5

△ 6,058 △ 63.3

32,088741,575 709,488

7,014

1

140,805

 
41



後期高齢者医療保険料の収入状況

（単位：千円）

（３）歳出決算の概要

歳出決算の状況

（単位：千円）

1

2

3

4

4.1

26,318

款

29,508 26,823

調定額
収入済額

不納欠損額

95.7 90.9

　後期高齢者医療保険料の収納率は、現年度分の普通徴収の収納率において前年度対比０.３ポ

イント上昇し、滞納繰越分の収納率も５２.６％と前年度対比１１.０ポイント上昇しており、現

年度分と滞納繰越分の全体での収納率は、合計９９.４％で前年度対比０.１ポイント上昇してい

る。

　また、未収入額は３５５万円で前年度対比６８万円の減額、不納欠損額は６４万円で前年度対

比２５万円の減額となっている。

　後期高齢者医療保険料の時効は、２年間であることから迅速な徴収対応が求められる。

収納率
(％)

0 0

増減率
(％)対当初

予算
対予算
現額

505

増減

96.8 95.6 819,763

60.9 4,6183,051 5,137 3,129

区分

総 務 費

－

1.9

33,767881,716 892,748 853,530

500 500 0

△ 32.2

合　　計

－

913,298 927,893 883,482

諸 支 出 金 102.6

予 備 費

△ 1,489

3.996.7 95.2 850,699 32,783

執行率(％)

前年度

－

1,119 0

後期高齢者医療
　広域連合納付金

予算現額
当年度

未収入額

普通徴収

当初予算額

支 出 済 額

28,031

還付未済

0 100.0

滞納繰越分 普通徴収 4,149 2,185

289,848 287,828

740,291 739,391 1,321

現年度分

451,562特別徴収 450,443

201

　決算額は、８億８,３４８万２,３１０円（前年度対比３,２７８万円、３.９％増）である。

　増額となった科目は、第２款・後期高齢者医療広域連合納付金が８億５,３５３万円（前年度

対比３,３７７万円、４.１％増）である。

52.6

合　　計 744,439 741,575 1,322

0 2,221 99.2

636 3,550 99.4

636 1,329

計 2,221 99.70

1
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各年度末現在の被保険者数の推移  

 

後期高齢者医療広域連合納付金の推移

（単位：千円）  

 

741,347 3.8

112,183 6.4

平成30年度

金額
前年度比
増減(%)

853,530 4.1

129 △ 2.3

9,396 6.6

平成30年度

人数(人)
前年度比
増減(%)

9,525 6.5

105,387 8.2

714,377 9.9

819,763 9.7

保 険 料 分 649,957

後期高齢者医療広域連合納付金 747,389

保 険 基 盤 安 定 分 97,432

平成28年度 平成29年度

金額 金額
前年度比
増減(%)

75 歳 以 上 8,282 8,813 6.4

65 歳 以 上
75 歳 未 満

135 132 △ 2.2

　総　　数 8,417 8,945 6.3

平成29年度

人数(人) 人数(人)

平成28年度
前年度比
増減(%)
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５　介護保険特別会計

（１）収支

（２）歳入決算の概要

 

歳入決算の状況

（単位：千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

※1…23,656,320.0％ ※2…60,762.4％

　介護保険特別会計の予算現額は、４９億６,７２４万８,０００円で、前年度対比１億８,４

７２万４,０００円、３.９％の増額である。

　決算額は、歳入が４９億４,９３０万１,８４０円（前年度対比１億５,２１８万円、３.２％

増）、歳出が４８億２,１８０万３６６円（前年度対比２億６,１２５万円、５.７％増）とな

り、歳入歳出とも増額となっている。

　歳入歳出差引額（形式収支額）は、１億２,７５０万１,４７４円（前年度対比１億９０６万

円、４６.１％減）で、翌年度への繰越財源はないため、実質収支額は、形式収支額と同額の

１億２,７５０万１,４７４円（前年度対比１億９０６万円、４６.１％減）の黒字である。

△ 1,948 △ 0.2

29,044 2.5

県 支 出 金 670,673 670,366

846,064 875,349 874,116 876,064103.3 99.9

款 当初予算額 予算現額

収 入 済 額

当年度

収入率(％)

前年度 増減
増減率
(％)対当初

予算
対予算
現額

保 険 料 1,164,199 1,127,519 1,130,989 97.1 100.3 1,128,265 2,724 0.2

支払基金交付金 1,214,339 1,217,409 1,183,555 97.5 97.2 1,154,512

国 庫 支 出 金

682,913 101.8 101.9 667,877 15,035 2.3

財 産 収 入 1 22 29 2,882.7 131.0 16 13 81.4

繰 入 金 817,901 837,491 837,491 102.4 100.0 768,887

繰 越 金 1 236,563 236,563 ※1 100.0

2,529 3,646 ※2 144.2

8.9

199,323 37,240 18.7

2,173

68,604

1,472

3.2

67.7

　決算額は、４９億４,９３０万１,８４０円（前年度対比１億５,２１８万円、３.２％増）であ

る。

　増額となった主な科目は、第３款・支払基金交付金は１１億８,３５６万円（前年度対比２,９

０４万円、２.５％増）、第４款・県支出金が６億８,２９１万円（前年度対比１,５０４万円、

２.３％増）、第６款・繰入金は８億３,７４９万円（前年度対比６,８６０万円、８.９％増）、

第７款・繰越金が２億３,６５６万円（前年度対比３,７２４万円、１８.７％増）となってい

る。

合　　計 4,713,184 4,967,248 4,949,302

諸 収 入 6

105.0 99.6 4,797,117 152,185
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◇未収入額及び不納欠損額  

介護保険料の収入状況

（単位：千円）

（３）歳出決算の概要

歳出決算の状況   

（単位：千円）

1

2

3

4

5

6

※1…13,460,796.7％

収納率
(％)還付未済

区分 調定額
収入済額

不納欠損額

現年度分

特別徴収 1,032,094 1,033,283

普通徴収 99,380 93,125

計 1,131,474 1,335 4 6,398

未収入額

100.0

146 4 6,398 93.6

1,189 0 0

99.4

滞納繰越分 普通徴収 20,839 4,581 6 6,005 10,258 22.0

1,126,408

合　　計 1,152,313 1,130,989 1,342

増減率
(％)

6,009 16,656 98.0

当年度

執行率(％)

前年度 増減対当初
予算

対予算
現額

91.8 95.6

款 当初予算額

総 務 費 123,709 118,804 113,530

予算現額

支 出 済 額

122,055 △ 8,525 △ 7.0

保 険 給 付 費 4,430,228 4,441,228 4,308,320 97.2 97.0 4,089,188 219,132 5.4

基 金 積 立 金 1 134,609 134,608 ※1 100.0 169,553

地域支援事業費 156,793 143,762 138,126

1,453 128,011 127,216 69,850 57,366諸 支 出 金

△ 20.6

88.1 96.1 109,908 28,218 25.7

△ 34,945

8,755.4

予 備 費 1,000 834 0

99.4

　決算額は、４８億２,１８０万３６６円（前年度対比２億６,１２５万円、５.７％増）であ
る。
　増額となった科目は、第２款・保険給付費が４３億８３２万円（前年度対比２億１,９１３万
円、５.４％増）、第４款・地域支援事業費が１億３,８１３万円（前年度対比２,８２２万円、
２５.７％増）、第５款・諸支出金が１億２,７２２万円（前年度対比５,７３７万円、８２.１％
増）となっている。
　また、減額となった科目は、第１款・総務費が１億１,３５３万円（前年度対比８５２万円、
７.０％減）、第３款・基金積立金が１億３,４６１万円（前年度対比３,４９５万円、２０.６％
減）である。

102.3 97.1 4,560,554 261,246合　　計 4,713,184 4,967,248 4,821,800

―

　介護保険料の収納率は、現年度分と滞納繰越分の合計で９８.０％で、前年度より０.３ポイン

ト上昇している。なお、現年度分の普通徴収についての収納率は９３.６％で、前年度対比で２.

３ポイント上昇している。また、未収入額は１,６６６万円で、前年度に比べ、４１８万円減

少、不納欠損額は６０１万円で、前年度に比べ、３７万円の増加となっている。

　介護保険料も、後期高齢者医療保険料と同様に２年間で時効消滅となることから、滞納初期に

迅速な対応を行うことが必要であるとともに、公平負担の原則からも徴収努力を望むものであ

る。

5.7

82.1

― ― 0 0
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◇介護保険第１号被保険者の状況

各年度末現在の第１号被保険者数の推移

 

◇要介護認定者数の状況         

 

各年度末現在の要介護度別認定者数の推移

※表中の各人数は、第１号及び第２号の被保険者を合わせた数

保険給付費の推移           

 （単位：千円）

158 △ 9.2

　介護保険の第１号被保険者は、１９,３１５人で、前年度対比１９５人、１.０％の増加とな

り、市の総人口（平成３１年４月１日現在で６１,８１７人）の３１.２％となっている。

　内訳では、６５歳以上７５歳未満で９,７９８人（前年度対比３８４人、３.８％減）、７５歳

以上で９,５１７人（前年度対比５７９人、６.５％増）となっている。

要 支 援 １ 211 174 △ 17.5

29年度 30年度

6.1 2,686 4.9 2,704 0.7 2,847 5.3

28年度

人数(人)
前年度比
増減(%)

29年度

前年度比
増減(%)人数(人)

1.0　総　　数

　総　　数 2,412 2,560

　要介護認定者数（要支援含む）は、被保険者全体で２,８４７人（前年度対比１４３人、５.

３％増）となっている。

　内訳では、第１号被保険者が２,７６７人（前年度対比１３５人、５.１％増）、第２号被保険

者が８０人（前年度対比８人、１１.１％増）となっている。

人数(人)
前年度比
増減(%) 人数(人)

前年度比
増減(%)

28年度

65 歳 以 上
75 歳 未 満

10,333

8,391

30年度

7,292

26年度 27年度

人数(人) 人数(人)
前年度比
増減(%)

75 歳 以 上 7,771

人数(人)

27年度

人数(人)
前年度比
増減(%)

26年度

17,750

10,458

18,72418,291

10,520

19,120

10,182

2.4

△ 1.8

3.0

0.6

人数(人)
前年度比
増減(%) 人数(人)

前年度比
増減(%)

9,798

9,517

△ 3.8

6.58.0

2.1

△ 1.5

6.58,938

19,315

6.6

162 2.5 187 15.4

要 支 援 ２ 255 288 12.9 325 12.8 281 12.9 307 9.3

要 介 護 １ 573 639 11.5 677 5.9 612 6.0 596 △ 2.6

要 介 護 ２ 514 552 7.4 568 2.9 651 14.6 686 5.4

要 介 護 ３ 321 324 0.9 366 13.0 376 2.7 409 8.8

要 介 護 ４ 273 283 3.7 284 0.4 341 20.1 356 4.4

要 介 護 ５ 265 300 13.2 308 2.7 281 △ 8.8 306 8.9

4,308,320 5.4

前年度比
増減(%)

4,089,188 5.3

29年度

保険給付費 3,538,390 3,791,176 7.1 3,882,085 2.4

30年度

金額 金額
前年度比
増減(%) 金額

前年度比
増減(%) 金額

前年度比
増減(%) 金額

26年度 27年度 28年度

介護サービス等諸費 3,178,282 3,430,587 7.9 3,533,244 3.0 3,751,997 6.2 3,977,374 6.0

介護予防サービス等諸費 128,895 121,737 △ 5.6 119,456 △ 1.9 110,029 △ 7.9 87,851 △ 20.2

そ の 他 諸 費 3,049 2,671 △ 12.4 2,479 △ 7.2 2,587 4.4 2,699 4.3

高額介護サービス等費 61,740 72,140 16.8 82,785 14.8 83,795 1.2 92,209 10.0

特定入所者等介護サービス費 154,626 152,639 △ 1.3 132,484 △ 13.2 127,396 △ 3.8 134,834 5.8

13,352 △ 0.211,637 2.1 13,383 15.0高額医療合算介護サービス等費 11,798 11,402 △ 3.4
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６　下水道事業特別会計

（１）収支

（２）歳入決算の概要

歳入決算の状況   

（単位：千円）

1

2

3

4

5

6

7

◇受益者負担金及び下水道使用料の未納対策及び接続率の向上  

5.8繰 入 金 461,971 487,660 487,660 105.6 100.0

寄 附 金 1 1 0 － －

　下水道事業特別会計の予算現額は、１４億７,００３万３,０００円で、前年度対比６,０

６７万３,０００円、４.３％の増額である。

　決算額は、歳入が１３億８,０９２万４,０３６円（前年度対比８,１１４万円、６.２％

増）、歳出が１２億７,５９７万１,５９６円（前年度対比６,９７２万円、５.８％増）と

なり、歳入歳出とも増額となっている。

　歳入歳出差引額（形式収支額）は、１億４９５万２,４４０円（前年度対比１,１４２万

円、１２.２％増）で、翌年度への繰越財源はないため、実質収支額は形式収支額と同額の

１億４９５万２,４４０円（前年度対比１,１５２万円、１２.３％増）の黒字である。

　下水道事業特別会計は、平成３１年４月１日から地方公営企業法の適用を受ける会計へ

移行したことによる打ち切り決算となっている。

6.2106.9 93.9 81,143

市 債 251,200 340,200 324,700 129.3

100.0 68,558

合　　計 1,291,811 1,470,033 1,380,924

95.4 193,200

1,299,781

諸 収 入

131,500 68.1

496.5 496.5 160 △ 135 △ 84.55 5 25

△ 17.4

繰 越 金 30,000 93,533 93,533 311.8 24,975 36.4

△ 2,301 △ 38.7

570,947 △ 99,580

0 0 －

460,975 26,685

203.8 203.8 5,940

546,848 546,848 471,367 86.2 86.2

前年度 増減

使用料及び手数料

増減率
(％)対当初

予算
対予算
現額

分担金及び負担金 1,786 1,786 3,639

款 当初予算額 予算現額

収 入 済 額

当年度

収入率(％)

　受益者負担金は、調定額４１６万円に対して、収入額が３６４万円（前年度の調定額６
６６万円、収入額５９４万円）で、収納率は８７.５％という結果となっている。これは前
年度の収納率が８９.２％で、前年度と比較して１.７ポイント下降している。なお、滞納
繰越分については、調定額４５万円に対して収入額が２万円で、収納率は４.０％という結
果となっている。

　決算額は、１３億８,０９２万４,０３６円（前年度対比８,１１４万円、６.２％増）で
ある。
　増額となった主な科目は、第４款・繰入金４億８,７６６万円（前年度対比２,６６９万
円、５.８％増）、第５款・繰越金９,３５３万円（前年度対比２,４９７万円、３６.４％
増）、第７款・市債３億２,４７０万円（前年度対比１億３,１５０万円、６８.１％増）と
なっている。
　減額となった主な科目は、第２款・使用料及び手数料４億７,１３７万円（前年度対比
９,９５８万円、１７.４％減）となっている。
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受益者負担金及び使用料徴収額の状況

（単位：千円）

（３）歳出決算の概要

　決算額は、１２億７,５９７万１,５９６円（前年度対比６,９７２万円、５．８％増）で

ある。

　増額となった主な科目は、第２款・下水道事業費は２億１,４２５万円（前年度対比１億

２,６２１万円増、１４３.４％増）となっている。

　減額となった主な科目は、第１款・下水道総務費は３億１,３４８万円（前年度対比６,

７９６万円、１７.８％減）、第３款・公債費は７億２,３６９万円（前年度対比１,３０７

万円、１.８％減）となっている。

5,349     

83.0
合
　
計

現年度 566,011   469,537   

計 573,870   474,886   

滞納繰越分 7,859     

0

0 378        2,132

71.9

0

250        98,213 82.7

96,474

250滞納繰越分 7,412     5,331     0

68.1

計 569,710   471,247   0

82.9

0 128        393 87.5

現年度 562,298   465,915   

18        

計 4,160     3,639     

301128

区分 調定額 収入額

受
益
者
負
担
金

現年度 3,713     3,621     

滞納繰越分 447       

還付未済額 不納欠損額 未収入額

1,831

92

収納率
(％)

4.0

0 0 96,382

0 0

0

0

下
水
道
使
用
料

98,606 82.8

97.5

378        

　また、下水道使用料の収納率は８２.７％で、前年度の収納率９８.７％、調定額は、前

年度の５億７,８４４万円に対して５億６,９７１万円、収入額は前年度の５億７,０６７万

円に対して４億７,１２５万円で、収納率、調定額、収入額ともに減少している。このこと

は、平成３１年４月から地方公営企業法が適用されたことにより、出納整理期間に収入さ

れる下水道使用料等が未収となったためである。

　令和元年度から地方公営企業法が適用され、独立採算の原則に伴いより収益の改善を進

める必要がある。経営健全化に向けて、受益者負担金及び使用料の未収金の回収について

は、今後も、一層の努力を望むものである。

《下水道総務費》

　総務管理費のうち、一般管理費では、公共下水道一般管理業務委託費が３０５万円で前

年度対比８７６万円の減額、消費税が２,８０７万円で前年度対比３２４万円の増額となっ

た。維持管理費では、下水道使用料賦課収納業務委託費が３,５５１万円で前年度対比１,

２６７万円の減額、中川流域下水道維持管理費負担金が１億５,１９２万円で前年度対比

５,３４４万円の減額となった。

《下水道事業費》
　下水道事業費のうち、公共下水道費では公共下水道築造事業費が２,７６０万円で前年度
対比２２０万円の減額となった。特定環境保全公共下水道費では特定環境保全公共下水道
築造事業費が１億１,８１０万円で前年度対比１億１,７１９万円の増額となった。流域下
水道費では中川流域下水道建設費負担金が６,７２６万円で前年度対比１,７９３万円の増
額となった。
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歳出決算の状況
（単位：千円）

1

2

3

4

5

◇事業の進捗状況   
 

◇下水道事業債（元金）事業区分別現在高の推移

（単位：百万円）

836

819

613

14

916

934

500

0

867

883

560

0

1,090 1,019

1,053

360

0

968

995

433

0

1,166

193

0

1,109

280

0

1,299

1,284

0

0

1,224

100

0

1,235

6,149

828

23年度 24年度 25年度 26年度27年度 28年度 29年度

1,173中川流域下水道事業

資本費平準化債

30年度

4,391

872

660

21年度22年度

4,7615,135

23

6,8427,1637,504公共下水道事業

公営企業会計適用債

6,509

特定環境保全公共下水道事業

5,4545,765

0 24,543 皆増諸 支 出 金 0 24,543 24,543 － 100.0

1,291,811 1,470,033 1,275,972

－ － 0

5.898.8 86.8

－

1,206,247 69,724合　　計

△ 1.8

0予 備 費 1,000 24,754 0

99.8 99.7 736,769 △ 13,074公 債 費 725,478 725,860 723,694

△ 17.8

下 水 道 事 業 費 139,291 249,291 214,250 153.8 85.9 88,037 126,213 143.4

73.6 70.4 381,442 △ 67,957

款 当初予算額 予算現額

支 出 済 額

当年度 増減
増減率
(％)

445,585 313,484

執行率(％)

前年度

　平成３０年度末現在、公共下水道事業は、汚水の事業認可面積６９５ｈａのうち整備面

積が６６６.２１ｈａで整備率は９５.８６％、普及率（供用開始人口の、総人口に対する

割合）は７５.６％、水洗化率（供用開始人口に対する水洗化人口の割合）は９３.５％と

いう状況である。また、雨水の整備面積は２７１.９４ｈａという状況である。

　一方、特定環境保全公共下水道事業は、汚水の事業認可面積１２０ｈａのうち整備面積

が前年同様に１０９.５２ｈａで整備率は９１.２７％、普及率（供用開始人口の、総人口

に対する割合）は４９.２％、水洗化率（供用開始人口に対する水洗化人口の割合）は８

０.３％という状況である。

対当初
予算

対予算
現額

下 水 道 総 務 費 426,042

0

20

40

60

80

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

億円 

年度末 

中川流域下水道事業 公共下水道事業 

特定環境保全公共下水道事業 資本費平準化債 

公営企業会計適用債 
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７　農業集落排水事業特別会計

（１）収支

（２）歳入決算の概要

歳入決算の状況

（単位：千円）

1

2

3

4

5

6

◇受益者分担金と使用料収入   

 

分担金及び負担金

款 当初予算額 予算現額

収 入 済 額

当年度

収入率(％)

前年度 増減

805 805 1,189

△ 163

増減率
(％)対当初

予算
対予算
現額

147.7 147.7 2,311

△ 0.3

△ 1,122 △ 48.6

使用料及び手数料 45,122 45,122 47,789 105.9 105.9 47,952

繰 入 金 133,923 135,758 135,758 101.4 100.0 131,368 4,390 3.3

繰 越 金 5,000 14,885 14,886 297.7 100.0 14,787 99 0.7

諸 収 入 5 5 282 29.15,638.5 5,638.5 218 64

合　　計 192,855 204,575 207,904 107.8 101.6 196,637 11,267 5.7

　農業集落排水事業特別会計の予算現額は２億４５７万５,０００円で、前年度対比９５９万３,

０００円、４.９％の増額である。

　決算額は歳入が２億７９０万４,０３５円（前年度対比１,１２７万円、５.７％増）、歳出が

１億７,３２８万５,１００円（前年度対比８４７万円、４.７％減）となっている。

　歳入歳出差引額（形式収支額）は、３,４６１万８,９３５円（前年度対比１,９７３万円、１

３２.６％増）で、翌年度への繰越財源はないため、実質収支額は形式収支額と同額の３,４６１

万８,９３５円（前年度対比２,７７３万円、４０２.８％増）の黒字である。

　農業集落排水事業特別会計は、平成３１年４月１日から地方公営企業法の適用を受ける会計へ

移行したことによる打ち切り決算となっている。

　決算額は、２億７９０万４,０３５円（前年度対比１,１２７万円、５.７％増）となってい
る。
　増額となった主な科目は、第３款・国庫支出金８００万円の皆増、第４款・繰入金１億３,５
７６万円（前年度対比４３９万円、３.３％増）となっている。
　減額となった主な科目は、第１款・分担金及び負担金１１９万円（前年度対比１１２万円、４
８.６％減）となっている。

　受益者分担金は、調定額１３６万円に対して、収入額は１１９万円、収納率は８７.５％で、

前年度の収納率９７.３％に比べ、９.８ポイント減（前年度の調定額２３８万円、収入額２３１

万円）である。使用料収入は、調定額５,２１２万円に対して、収入額は４,７７９万円、不能欠

損額は１７万円で、収納率は９１.７％であり前年度に比べて０.３ポイント減である。このこと

は、平成３１年４月から地方公営企業法が適用されたことにより、出納整理期間に収入される農

業集落排水事業の使用料等が未収となったためである。

　令和元年度から地方公営企業法が適用され、独立採算の原則に伴いより収益の改善を進める必

要がある。経営健全化に向けて、受益者分担金及び使用料の未収金の回収については、今後も、

一層の努力を望むものである。

0 8,000 皆増国 庫 支 出 金 8,000 8,000 8,000 100.0 100.0
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受益者分担金及び使用料収納率の状況

（単位：千円）

 

 

 

◇接続率（現在戸数に対する接続率）    

（平成31年3月31日現在）

駒崎・井沼 平成14年10月 1,870 88.2 84.11,231 410 1,086 345

80.5

64.6

計 － 5,590 1,370 3,799 1,316 3,219 1,059 84.7

948 350 644 226 67.9根金・貝塚 平成20年4月 1,210 304

接続率(%)：Ｃ/Ｂ

96.9 95.5

656 233

接続：Ｃ

高虫 平成10年4月 1,250 313 86.3 80.6760 289

1,260

戸数 人数 戸数戸数

860 267 833 255298

455

地区
人数 戸数人数人数

上平野

供用開始日

平成9年4月

受益者分担金 使用料

調定額 収入済額 未収入額

平成30年度賦課額

3,919

調定額 収入済額 未収入額
収納率
（％）

47,789

48,204 46,521 1,683 96.5

1,2680 64 0.0

29年度

収納率
（％）

1,295 1,189 106 91.8

2,482 32.4

合　計 1,359 1,189 170 87.5 52,123

滞 納 繰 越 額 64

分割納付

87.5

4,165 91.7

収納率（％） 収入未済額（千円）

30年度29年度 30年度

1,6831,175

100.0

0.00.0

64

100.0

57.3

0

106

計画：Ａ

計

現在：Ｂ

　現在戸数に対する接続率は、上平野地区が９５.５％、高虫地区が８０.６％、駒崎・井沼地区

が８４.１％、根金・貝塚地区が６４.６％で、４地区全体の平均では８０.５％であり、前年度

より０.１ポイント上昇した。また、計画戸数に対する接続率が前年度と同様に低い地区が見受

けられる。

　一方、平成３０年度末の接続戸数は１,０５９戸であることから、未接続者に対し個別訪問に

より接続の理解を得られるよう、早急に接続率の向上を図る必要がある。

170

96.597.6

受 益 者 分 担 金

一括納付

滞納繰越

滞納繰越 32.426.4

地区ごとの現在人数・戸数に対する接続率の状況

3,909 4,16591.7

使 用 料

92.0

2,734 2,482

現年度賦課

6432

計 97.3

0

88.0 32
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（３）歳出決算の概要

歳出決算の状況

（単位：千円）

1

2

3

4

   

 

　決算額は、１億７,３２８万５,１００円（前年度対比８４７万円、４.７％減）である。
　増額となった科目は、第２款・事業費９９４万円（前年度対比５８８万円、１４５.２％増）
で、減額となった科目は、第１款・総務費６,３６６万円（前年度対比１,４３５万円、１８.
４％減）となっている。
　また、第３款・公債費は９,９６９万円で前年度と同額である。

款 当初予算額 予算現額

支 出 済 額

当年度

執行率(％)

前年度 増減
増減率
(％)

69.5 4,052

対当初
予算

対予算
現額

総 務 費 78,363 88,207 63,658 81.2 72.2

100.0 100.0

78,008 △ 14,349 △ 18.4

事 業 費 14,300 14,300 9,936 69.5

△ 4.7

－ － 0 0

5,884 145.2

99,691 0

84.7 181,751 △ 8,466

0.0

89.9

予 備 費 500 2,376 0

公 債 費 99,692 99,692 99,691

－

合　　計 192,855 204,575 173,285

《総務費》

　総務管理費のうち、一般管理費は、職員給与に関する支出が１,６７４万円で前年度対比２５

８万円の増額、農業集落排水一般管理業務委託費が６万円で前年度対比４３３万円の減額となっ

た。維持管理費は、処理施設管理業務委託費が１,５２１万円で前年度対比１,２７９万円の減額

となった。

《事業費》

　農業集落排水整備事業は９９４万円で前年度対比５８８万円の増額となっている。
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８　蓮田都市計画事業黒浜土地区画整理事業特別会計

（１）収支

（２）歳入決算の概要

歳入決算の状況

（単位：千円）

1

2

3

4

（３）歳出決算の概要 　   

△ 89.522,380 25,088 72.4 112.1 238,972 △ 213,884

△ 81.1

諸 収 入 2 98 111 5,574.6 23 88 375.7

予算現額

皆減

78,458 △ 63,606

214.2

前年度
増減率
(％)

－

《一般会計繰出金》

　一般会計繰出金は、１,１０１万円で皆増となっている。

清 算 徴 収 金

繰 越 金 8,000 14,851 14,852 185.6 100.0

　決算額は、１,７１６万２,８５１円（前年度対比２億６９６万円、９２.３％減）である。

△ 92.8

19,311

113.8

収 入 済 額

0 △ 19,311－

当年度 対当初
予算

対予算
現額

収入率(％)

10,1257,431

　蓮田都市計画事業黒浜土地区画整理事業特別会計の予算現額は、２,２３８万円で、前年度対

比２億１,２９９万円、９０.５％の減額である。

　決算額は、歳入が２,５０８万８,４６９円（前年度対比２億１,３８８万円、８９.５％減）、

歳出が１,７１６万２,８５１円（前年度対比２億６９６万円、９２.３％減）となっている。

　歳入歳出差引額（形式収支額）は、７９２万５,６１８円（前年度対比６９３万円、４６.６％

減）で、翌年度への繰越財源はないため、実質収支額は、形式収支額と同額の７９２万５,６１

８円（前年度対比６９３万円、４６.６％減）の黒字である。

款

繰 入 金 21,928

合　計

《土地区画整理事業費》

　管理費は、職員給与に関する支出が５７６万円で前年度対比１,６０４万円の減額、換地計画

業務委託費が３５万円で前年度対比１,２８１万円の減額となっている。

当初予算額

136.3 141,180 △ 131,055

　決算額は、２,５０８万８,４６９円（前年度対比２億１,３８８万円、８９.５％減）である。

　減額となった科目は、第１款・繰入金１,９３１万円の皆減、第２款・清算徴収金１,０１３万

円（前年度対比１億３,１０６万円、９２.８％減）、第３款・繰越金１,４８５万円（前年度対

比６,３６１万円、８１.１％減）となっている。

増減

0

34,656

4,726
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歳出決算の状況

（単位：千円）

1

2

3

  

（４）事業の進捗状況  

188,049 △ 188,049 皆減清 算 交 付 金 0 0 0 － －

　換地処分後の清算金徴収事務及び保留地の所有権移転登記事務を進めた。清算徴収金の収納率

は、現年度は９７.３％、過年度は２９.１％であった。保留地の所有権移転登記は、全２６３件

中、２５２件の登記が完了し、未登記は１１件となった。事業終了へ向けて、清算徴収金の徴収

及び登記事務の正確かつ速やかな業務対応を望むものである。

△ 92.349.5 76.7 224,121 △ 206,958合　計 34,656 22,380 17,163

－－ － 0 0予 備 費 7,532 4,271 0

当初予算額 予算現額

支 出 済 額

当年度

執行率(％)

前年度対当初
予算

36,072土地区画整理事業費

増減

7,098 6,152

増減率
(％)

△ 29,920

0 11,011 皆増諸 支 出 金 4,726

款

△ 82.9

11,011 11,011 233.0 100.0

対予算
現額

27.5 86.722,398
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９　蓮田都市計画事業蓮田駅西口第一種市街地再開発事業特別会計

（１）収支

（２）歳入決算の概要

 

歳入決算の状況

（単位：千円）

1

2

3

4

5

6

 　  　  　 　

564,355 90.1 69.1 1,773,563 △ 1,209,208 △ 68.2

当初予算額
収入率(％)

諸 収 入 1 1 2

△ 73.1

対当初
予算

対予算
現額

増減率
(％)

718.3

前年度 増減

0

21,162

予算現額

繰 入 金 469,411 473,420 473,420

繰 越 金 500

△ 1,286,400

21,163

170.2 170.2

50

1

款
当年度

合　　計 626,632

収 入 済 額

4,232.5

1,617

816,353

1,759,820

　蓮田都市計画事業蓮田駅西口第一種市街地再開発事業特別会計の予算現額は、８億１,６３５

万３,０００円で、前年度対比９億５,７２１万円、５４.０％の減額である。

　決算額は、歳入が５億６,４３５万４,８０３円（前年度対比１２億９２１万円、６８.２％

減）、歳出が３億２７２万２,２７６円（前年度対比１４億４,９６８万円、８２.７％減）とな

り、歳入歳出とも減額となっている。

　歳入歳出差引額（形式収支額）は、２億６,１６３万２,５２７円（前年度対比２億４,０４７

万円、１,１３６.３％増）で、翌年度への繰越財源２億５,６９３万９５５円を控除した実質収

支額は、４７０万１,５７２円（前年度対比３９７万円、４５.８％減）の黒字である。

　決算額は、歳入が５億６,４３５万４,８０３円（前年度対比１２億９２１万円、６８.２％

減）である。

　増額となった主な科目は、第１款・国庫支出金６,９００万円の皆増となっている。

　また、減額となった主な科目は、第３款・繰入金４億７,３４２万円（前年度対比１２億８,６

４０万円、７３.１％減）となっている。

△ 897 △ 55.5財 産 収 入

12,126

100.0100.0

9,037 74.5

720 720

100.0

100.9 100.0

100.8 0

国 庫 支 出 金 156,000 321,000 69,000 44.2 21.5

720

皆増

0 69,000 皆増

分担金及び負担金 0 50 50 －
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（３）歳出決算の概要

歳出決算の状況

（単位：千円）

1

2

3

 

（４）事業の進捗状況 　 　

△ 11.1100.0 100.0

　決算額は、３億２７２万２,２７６円（前年度対比１４億４,９６８万円、８２.７％減）であ

る。

　増減額の主なものは、再開発総務費は、職員給与に関する支出が４,３１４万円で前年度対比

９７２万円の増額、再開発事業費は権利床等整備費負担金が７,６６７万円の皆増、特定建築者

補助金が１億３,８００万円の皆増、前年度の権利変換補償費の１６億７,８４５万円と事業損失

補償費の４６９万円は本年度は支出がなかった。公債費は、市債元金償還事業の地方道路等整備

事業債元金が１,２８０万円で前年度対比１４０万円の減額となっている。

合　　計 626,632 816,353 302,722 △ 82.7△ 1,449,678

－－ － 0 0

48.3 37.1 1,752,400

予 備 費 100 100 0

再 開 発 事 業 費 609,949

公 債 費 16,583 16,583 16,581

増減率
(％)対当初

予算

款 当初予算額 予算現額
当年度

△ 83.535.8 1,733,759286,141

支 出 済 額

執行率(％)

前年度対予算
現額

増減

△ 1,447,618799,670 46.9

18,641 △ 2,060

　西口再開発事業において、区域内の道路及び駅前広場の整備は既に完了しているが、残る再開

発ビル事業については、平成２９年６月に権利変換計画の認可手続きが終了し、平成３０年２月

には特定建築者を決定し、３月には基本協定及び敷地譲渡契約が締結されていた。平成３０年度

は、平成３０年１０月に施工協定を締結し、１１月から工事に着手している。今後は、令和２年

１０月の完成及び令和３年４月の公益施設の開設が予定されている。
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第６　基金の概要

 

１　財政調整基金

（単位：円）

　

200,064,000

1,663,757,000 1,863,821,000

区分 平成29年度末現在高

600,064,000 400,000,000

積立額 取崩額

平成30年度中増減高 平成30年度末現在高

地方公共団体の年度間の財源の不均衡を調整するために積み立てるもの。基金の目的：

現金

403 

1,110 

1,514 

1,358 

1,478 1,475 
1,361 

1,409 

1,664 

1,864 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

年度 

百万円 

財政調整基金現在高の推移 

3.5 

9.6 

13.0 
11.7 

12.5 12.6 
11.4 11.8 

13.8 
15.3 

7.3 

8.7 
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11.8 

12.5 

11.4 11.7 
12.1 11.8 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

％ 

年度 財政調整基金比率の推移        蓮田市 

県内市平均 
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※財政調整基金比率の算式について

２　減債基金

（単位：円）

３　公共施設等整備基金

（単位：円）

４　国民健康保険財政調整基金

（単位：円）

現金 1,623,820,000

△ 327,836,000

1,295,984,000積立額 取崩額

60,164,000 388,000,000

区分 平成29年度末現在高 平成30年度中増減高 平成30年度末現在高

財政調整基金現在高
×100

平成29年度末現在高

区分 平成29年度末現在高 平成30年度中増減高

現金 823,654,000

基金の目的： 国民健康保険事業の健全な財政運営に資するために積み立てるもの。

平成30年度末現在高

3,086,000

平成30年度中増減高

（％）＝財政調整基金比率
標準財政規模

349,773,000

基金の目的： 市債の償還に必要な財源を確保し、将来にわたる市財政の健全な運営に資す

るために積み立てるもの。

取崩額

1,000 0

平成30年度末現在高

基金の目的： 公共施設等の整備費用に充てるために積み立てるもの。

現金

1,000

区分

3,087,000積立額

1,173,427,000積立額 取崩額

434,735,000 84,962,000
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５　介護保険給付費準備基金

（単位：円）

現金 640,428,677

△ 5,838,033

140,446,000

平成29年度末現在高 平成30年度中増減高 平成30年度末現在高区分

基金の目的： 市における介護保険の中期財政運営期間中の剰余金を管理するために積み立

てるもの。

634,590,644積立額 取崩額

134,607,967
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第７ むすび  

 

 

審査の結果については、5頁に記載したとおりである。なお、審査の結果を踏まえ、次のと

おり、提言要望し、一般会計・特別会計決算審査及び行政監査のむすびとする。 

 

１ 提言要望事項 

 

（１） 出張旅費について 

介護認定審査事業において、介護認定審査会研修参加の旅費の支払いがされていな

かった。「蓮田市職員の旅費に関する条例」の規定に基づいた所属長の出張命令による

旅費であることから、請求し支給すべきである。 

 

（２） 防火管理者の適正配置について 

市役所庁舎には、消防法第 8 条の規定による防火管理者を選任することが義務付け

られている。市役所庁舎の防火管理者は 4 月の人事異動により庁舎外に異動になり、

決算審査の際に確認したところ、実質的に防火管理者が不在であった。防火管理者講

習会の受講等を含め、防火管理者不在の状況を解消すべきである。 

 

（３） 予算の適正な執行について 

    今年度の一般会計と特別会計の決算における不用額の合計額は、12億 2,778万 1,655

円で、前年度より 3,172万 1,084円多くなっている。予算の執行管理については、昨年

度の決算審査意見書においても提言要望を行ったところであるが、年度当初に契約を行

った際に生じた執行残を補正予算で減額していないものや、補正予算で増額しながら結

果として補正額を超える不用額が生じているもの、予算に計上された事業が執行できな

いものも見受けられた。予算編成方針に基づいて編成された予算を計画的かつ効率的に

執行するとの観点から、地方自治法施行令第 150条及び蓮田市予算事務規則第 12 条に

より予算執行計画を策定し、その計画に従って予算が配当されることから、配当された

予算については、計画的に執行するとともに、その目的が達成できるよう着実な執行管

理を行う必要がある。 

 

（４） 定住・子育て応援促進サイトの運営事業について 

定住・子育て応援促進サイトの平成 30年度のアクセス数は、年間 7,325件、月平均

約 640 件、前年度対比 97％であった。担当課では、アクセス数の増加を図るため内容

の充実を図るとのことであった。このサイトは、流入人口の拡大と定住人口の増加を

目的に、平成 28 年度に 297 万円の業務委託費で構築され 29 年度から本稼働されたも

ので、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置付けられている事業である。しかし

ながら、「おすすめ情報の一覧」が 2 件であり、その内訳は 1 件が平成 28 年 4 月、1
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件が平成 31 年 1 月の情報であった。また、「蓮田探検ガイドツアー」については、平

成 30年度の参加者はいないとのことであった。サイトの開設の目的である流入人口の

拡大と定住人口の増加を鑑み、内容を充実させることを期待するものである。また、

公式ツイッターや公式インスタグラムを効果的に活用し、アクセス数の増加に対する

方策も図るべきである。 

 

（５） 農業集落排水事業使用料のコンビニ収納の導入 

市税等及び上下水道料金の納入は、コンビニエンスストアでの収納が可能となって

いるが、農業集落排水事業の使用料の納入では利用することができない。納入者の利

便性及び収納率の向上を図ることからも、コンビニエンスストアでの収納の早期導入

を検討すべきである。 

 

（６） 防火水槽の計画的な設置について 

消防水利として、市内に消火栓が 657 基、公設の防火水槽が 85 基（内 31 基が耐震

性）、私設の防火水槽が 99基（内 45基が耐震性）、小・中学校のプールなどが 21か所、

合計で 862 か所設置されている。消火栓は、断・減水時の取水難、大地震時の配管破

損などが懸念され、これらを補うために防火水槽を計画的に整備する必要がある。平

成 30 年度においては、根金子供公園に 40 トン級耐震性防火水槽の整備を行った。今

後も、地域の実情に合わせて計画的に整備することを期待する。 

 

（７） 入学準備金の貸付けに対する返還金について 

入学準備金貸付金の返還事務については、調定額 504 万円、収入済額は 204 万 1 千

円、収納率が 40.5％であった。年度末の未返還金は、300 万 9 千円であり、その内訳

は、平成 4～13年度が 150万円、平成 15年度～24年度が 120万 9千円、平成 26年度

が 13 万円、平成 27 年度が 17 万円となっている。このように未返還金の半数は、10

年以上前に貸し付けたものである。担当課では、引き続き個人宅を訪問して返還を求

めていくとのことであった。貸付金の原資は、市民から納付された税金であり、自力

執行権のない私債権であることから、未返還金の回収のための取り組みを行うことを

望むものである。 

 

（８） 委託作業の完了検査の確実な実施について 

公園などの除草委託の作業完了についての検査がその都度行われていないことがあ

るので、作業完了後は速やかに、契約マニュアルに沿って委託契約内容のとおり業務

が完了しているか検査を行うべきである。 
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４．特別会計  

(1)国民健康保険税の状況 ７１ 

(2)滞納繰越の状況 ７１ 

(3)国保医療費総額 ７２ 
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年少・生産年齢・老齢人口の比較について（全住民人口） （単位：人）

現在と10年前の人口の増減の状況について（全住民人口） （単位：人）

※現在の35～44歳の住民は、10年前では25～34歳の人口に該当するため、その比較を行ったものです。

△ 2,266

老 齢 人 口

差（A-B)

人口 8,130 8,760

合　　計 61,817 64,083

△ 6,725

5,454

△ 630

平成31年4月１日現在 平成21年4月１日現在

35～44歳（A） 25～34歳（B）

42,142

13,917

生 産 年 齢 人 口 35,417

19,371

備考

年少人口：0～14歳

生産年齢人口：15～64歳

老齢人口：65歳以上

差（A-B)

△ 995年 少 人 口

平成21年4月1日
現在(B)
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人
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（
千
人
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年齢（歳） 蓮田市年齢別人口（全住民） 

平成21年4月1日現在 平成31年4月1日現在 

 

 年少人口(0～14歳)  

：平成21年4月1日：8,024人 

：平成31年4月1日：7,029人 

 

生産年齢人口(15～64歳) 

：平成21年4月1日：42,142人 

：平成31年4月1日：35,417人 

 

 老齢人口(65歳以上) 

：平成21年4月1日：13,917人 

：平成31年4月1日：19,371人 

60,000

61,000

62,000

63,000

64,000

65,000

66,000

蓮田市の全住民人口の推移(H11.4.1～H31.4.1） 人口 
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 　財　源　明　細  

　　　（単位：百万円）

平成30年度 平成29年度 増減額 増減率（％）

自主的財源 市 税 8,156 8,297 △ 141 △ 1.7

分 担 金 及 び 負 担 金 309 241 67 28.0

使 用 料 及 び 手 数 料 645 744 △ 99 △ 13.3

財 産 収 入 33 37 △ 3 △ 9.2

寄 附 金 10 13 △ 3 △ 22.0

基 金 繰 入 金 1,013 651 363 55.8

諸 収 入 337 1,995 △ 1,658 △ 83.1

国 民 健 康 保 険 税 1,338 1,493 △ 154 △ 10.3

保 留 地 売 却 収 入 0 1 △ 1 △ 100.0

清 算 徴 収 金 10 157 △ 147 △ 93.5

保 険 料 1,873 1,838 35 1.9

小 計 13,725 15,466 △ 1,741 △ 11.3

依存的財源 地 方 譲 与 税 151 150 1 0.8

利 子 割 交 付 金 13 13 0 △ 0.8

配 当 割 交 付 金 37 45 △ 9 △ 19.7

株式等譲渡所得割交付金 33 50 △ 16 △ 32.4

地 方 消 費 税 交 付 金 1,010 899 111 12.3

自 動 車 取 得 税 交 付 金 64 62 2 3.5

地 方 特 例 交 付 金 49 42 7 16.1

地 方 交 付 税 2,241 2,266 △ 25 △ 1.1

交通安全対策特別交付金 7 7 0 △ 6.2

国 庫 支 出 金 3,548 4,979 △ 1,430 △ 28.7

県 支 出 金 6,458 2,038 4,420 216.9

諸 収 入 47 42 6 14.4

療 養 給 付 費 交 付 金 0 120 △ 120 △ 100.0

共 同 事 業 交 付 金 0 1,693 △ 1,693 △ 100.0

支 払 基 金 交 付 金 1,184 1,155 29 2.5

前 期 高 齢 者 交 付 金 0 2,281 △ 2,281 △ 100.0

小 計 14,843 15,842 △ 999 △ 6.3

1,322 1,243 79 6.4

29,891 32,551 △ 2,660 △ 8.2

2,447 3,741 △ 1,294 △ 34.6

2,126 1,963 163 8.3

34,463 38,255 △ 3,792 △ 9.9

繰　　  越  　　金

総　　計

区  　　　　　　　　　分

市　　　　　　　債

合　　　　　　　計

他  会  計  か  ら
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性質別歳出決算及びその対前年度比較（一般会計ベース）

（単位：百万円）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率％

　義務的経費 9,366 50.9 9,282 48.7 85 0.9

人件費 3,739 20.3 3,714 19.5 26 0.7

扶助費 4,087 22.2 4,004 21.0 83 2.1

公債費 1,540 8.4 1,564 8.2 △ 24 △ 1.5

　投資的経費 1,617 8.8 1,240 6.5 377 30.4

普通建設事業費 1,617 8.8 1,240 6.5 377 30.4

（補助事業） 663 3.6 513 2.7 151 29.4

（単独事業） 921 5.0 708 3.7 213 30.0

（県営事業負担金等） 32 0.2 19 0.1 14 72.1

災害復旧事業費 0 0.0 0 0.0 0 －

　その他の経費 7,430 40.3 8,543 44.8 △ 1,114 △ 13.0

物件費 2,342 12.7 2,193 11.5 149 6.8

維持補修費 77 0.4 65 0.3 12 18.8

補助費等 1,382 7.5 1,307 6.9 75 5.7

積立金 660 3.6 765 4.0 △ 105 △ 13.7

投資及び出資金等 0 0.0 0 0.0 0 －

貸付金 13 0.1 14 0.1 0 △ 2.4

繰出金 2,954 16.0 4,199 22.0 △ 1,245 △ 29.7

　　合　　計 18,413 100.0 19,064 100.0 △ 652 △ 3.4

　　区　　　　　 分
平成30年度 平成29年度 比較増減
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　　市　税　の　状　況 　     （単位：千円）

当初予算 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率（％）

現　　年 3,969,679 4,024,779 4,234,984 4,200,219 117 34,648 99.2

1 市 民 税 滞納繰越 34,275 26,580 110,819 28,786 17,211 64,822 26.0

計 4,003,954 4,051,359 4,345,803 4,229,005 17,328 99,470 97.3

現　　年 3,141,728 3,198,728 3,278,688 3,256,074 0 22,613 99.3

2 固定資産税 滞納繰越 22,119 22,119 101,587 24,733 14,414 62,440 24.3

計 3,163,847 3,220,847 3,380,275 3,280,808 14,414 85,053 97.1

現　　年 101,514 101,514 108,052 106,342 20 1,689 98.4

3 軽自動車税 滞納繰越 1,110 1,110 5,171 1,223 493 3,455 23.7

計 102,624 102,624 113,222 107,565 513 5,144 95.0

現　　年 343,037 343,037 358,490 358,490 0 0 100.0

4 市たばこ税 滞納繰越 0 0 0 0 0 0 －

計 343,037 343,037 358,490 358,490 0 0 100.0

現　　年 172,550 172,550 180,260 179,142 0 1,118 99.4

5 都市計画税 滞納繰越 955 955 2,894 933 379 1,582 32.2

計 173,505 173,505 183,154 180,075 379 2,699 98.3

現　　年 7,728,508 7,840,608 8,160,473 8,100,267 137 60,068 99.3

滞納繰越 58,459 50,764 220,471 55,676 32,498 132,297 25.3

計 7,786,967 7,891,372 8,380,943 8,155,943 32,635 192,366 97.3

合　　計

区　　　　　分
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     滞 納 繰 越 の 状 況 （国民健康保険税含む）       　　（単位：千円）

区　　　　分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率（％）

平 市 民 税 ( 個 人 ) 107,906 27,751 16,707 63,447 25.7

成 市 民 税 ( 法 人 ) 2,914 1,035 504 1,375 35.5

30 固 定 資 産 税 101,587 24,733 14,414 62,440 24.3

年 都 市 計 画 税 2,894 933 379 1,582 32.2

度 軽 自 動 車 税 5,171 1,223 493 3,455 23.7

末 国 民 健 康 保 険 税 445,367 72,316 75,818 297,234 16.2

合　　計 665,838 127,991 108,316 429,531 19.2

（ 上 記 の 内 訳 ） 　　　 　　（単位：千円）
区　　　　分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率（％）

平 市 民 税 ( 個 人 ) 31,288 5,023 12,494 13,771 16.1
成 市 民 税 ( 法 人 ) 612 244 304 64 39.9
25 固 定 資 産 税 43,366 5,600 12,651 25,115 12.9
年 都 市 計 画 税 637 100 309 228 15.7
度 軽 自 動 車 税 1,025 109 365 551 10.6
分 国 民 健 康 保 険 税 176,140 21,488 60,787 93,866 12.2

以前 合　　計 253,069 32,564 86,909 133,595 12.9

平 市 民 税 ( 個 人 ) 15,835 2,730 2,691 10,414 17.2

成 市 民 税 ( 法 人 ) 190 0 50 140 0.0

26 固 定 資 産 税 10,685 2,337 878 7,469 21.9

年 都 市 計 画 税 350 47 29 274 13.4

度 軽 自 動 車 税 612 81 64 466 13.2

分 国 民 健 康 保 険 税 62,627 9,797 8,784 44,047 15.6

合　　計 90,299 14,992 12,497 62,810 16.6

平 市 民 税 ( 個 人 ) 14,268 3,073 792 10,403 21.5

成 市 民 税 ( 法 人 ) 566 166 50 350 29.4

27 固 定 資 産 税 11,709 3,156 442 8,110 27.0

年 都 市 計 画 税 383 79 22 282 20.7

度 軽 自 動 車 税 618 91 24 504 14.7

分 国 民 健 康 保 険 税 60,703 9,496 3,331 47,877 15.6

合　　計 88,247 16,061 4,661 67,525 18.2

平 市 民 税 ( 個 人 ) 19,620 5,268 444 13,908 26.9

成 市 民 税 ( 法 人 ) 591 280 50 261 47.4

28 固 定 資 産 税 13,426 3,838 178 9,410 28.6

年 都 市 計 画 税 463 128 10 325 27.6

度 軽 自 動 車 税 1,143 333 0 810 29.1

分 国 民 健 康 保 険 税 67,840 12,325 1,463 54,053 18.2

合　　計 103,084 22,171 2,144 78,769 21.5

平 市 民 税 ( 個 人 ) 26,894 11,658 286 14,951 43.3

成 市 民 税 ( 法 人 ) 955 344 50 560 36.1

29 固 定 資 産 税 22,401 9,802 265 12,334 43.8

年 都 市 計 画 税 1,060 580 9 472 54.7

度 軽 自 動 車 税 1,773 609 40 1,124 34.4

分 国 民 健 康 保 険 税 78,056 19,211 1,455 57,391 24.6

合　　計 131,139 42,203 2,105 86,831 32.2

＊この表は前頁の表「市税の状況」及び71頁の表「国民健康保険税の状況」中の滞納繰越額の内訳です。
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  不納欠損件数と金額の内訳（国民健康保険税・介護保険料を含む。）

個人市民税 法人市民税 固定資産税 都市計画税 軽自動車税 国民健康保険税 介護保険料 合　計

件数（件） 1,812 14 1,027 30 260 4,777 1,143 9,063

金額（千円） 34,869 591 18,213 30 885 98,236 6,539 159,362

件数（件） 1,203 16 720 201 224 4,142 1,204 7,710

金額（千円） 17,654 885 19,832 352 793 77,307 6,769 123,591

件数（件） 1,075 16 790 164 214 3,691 1,052 7,002

金額（千円） 17,031 1,471 14,809 311 772 59,412 6,324 100,129

件数（件） 1,295 14 997 179 195 4,352 930 7,962

金額（千円） 22,063 690 15,316 260 762 80,811 5,638 125,540

件数（件） 1,003 11 1,275 283 135 4,001 872 7,580

金額（千円） 16,824 504 14,414 379 513 75,886 6,009 114,530

件数（件） 6,388 71 4,809 857 1,028 20,963 5,201 39,317

金額（千円） 108,441 4,141 82,584 1,332 3,725 391,652 31,279 623,152

　

　

　＊上記30年度に不納欠損とした金額1億1,453万円に対する延滞金の額の試算は8,355万円となる。

 
  

区　分

平　成
27年度

合計

平　成
28年度

平　成
29年度

平　成
26年度

平　成
30年度
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   　国 民 健 康 保 険 税 の 状 況

（単位：千円）

当初予算 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率(％)

現　　年 1,220,458 1,220,458 1,334,516 1,260,020 68 74,428 94.4

1 一般被保険者分 滞納繰越 53,887 53,887 437,242 70,925 73,691 292,625 16.2

計 1,274,345 1,274,345 1,771,757 1,330,945 73,759 367,053 75.1

現　　年 10,031 10,031 6,485 6,032 0 453 93.0

2 退職被保険者等分 滞納繰越 1,046 1,046 8,126 1,390 2,127 4,608 17.1

計 11,077 11,077 14,611 7,423 2,127 5,061 50.8

現　　年 1,230,489 1,230,489 1,341,001 1,266,052 68 74,880 94.4

合　　計 滞納繰越 54,933 54,933 445,367 72,316 75,818 297,234 16.2

計 1,285,422 1,285,422 1,786,368 1,338,368 75,886 372,114 74.9

    滞 納 繰 越 の 状 況 　　　 (単位：千円)

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率(％)

437,242 70,925 73,691 292,625 16.2

8,126 1,390 2,127 4,608 17.1

445,367 72,316 75,818 297,234 16.2
※還付未済額は含まれていません

　　　 (単位：千円)

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率(％)

172,707 21,243 59,768 91,696 12.3

3,434 245 1,019 2,170 7.1

176,140 21,488 60,787 93,866 12.2

61,423 9,603 8,099 43,722 15.6

1,204 194 685 325 16.1

62,627 9,797 8,784 44,047 15.6

58,957 9,132 2,907 46,919 15.5

1,745 364 424 958 20.8

60,703 9,496 3,331 47,877 15.6

67,002 12,081 1,463 53,459 18.0

838 244 0 594 29.1

67,840 12,325 1,463 54,053 18.2

77,152 18,867 1,455 56,831 24.5

904 344 0 561 38.0

78,056 19,211 1,455 57,391 24.6

区　　　　　分

区　　　分

平 成 30 年 度 末
一般被保険者分

退職被保険者等分

合　　計

（ 上 記 の 内 訳 ）

区　　　分

平 成 25 年 度
以 前

一般被保険者分

退職被保険者等分

合　　計

一般被保険者分

平 成 26 年 度 分 退職被保険者等分

合　　　計

一般被保険者分

平 成 27 年 度 分 退職被保険者等分

平 成 29 年 度 分 退職被保険者等分

合　　計

合　　計

一般被保険者分

平 成 28 年 度 分 退職被保険者等分

合　　計

一般被保険者分
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　平成３０年度蓮田市水道事業会計決算

１　業 務 の 概 要

　令和元年７月５日に市長から審査に付された水道事業会計決算について、令和元年７月９日か

ら８月１９日まで書類審査及び関係職員からの説明を聴取した。

　審査に付された諸決算書類は地方公営企業法等関係法令に準拠して作成されており、予算は効

率的に執行されていた。なお、剰余金処分計算書（案）のとおり、建設改良積立金へ

１億６,０３３万円が積立処分されていた。

　当年度の業務実績は、年度末給水人口が、６１，６６３人で前年度の６１，９５２人に比べ

２８９人減少している。また、年度末給水戸数については、２６,２６４戸で前年度に比べ

２４３戸増加となっている。

  また、年間配水量は、７,１９１,９３６㎥で前年度に比べ７５,３５６㎥増加している。

  一方で、有収率は８４.１％となり前年度対比で２.０ポイント低下している。

　今年度の主要事業は、浄水場からの出口となる市道６６５号線において、大口径５００ｍｍの

基幹管路更新工事が行われ、併せてその先、市道５５号線においても４００ｍｍの管路更新工事

が行われ、浄水場から配水される重要管路が耐震化されたことにより、大規模な地震災害発生時

でも水道水の安定供給ができるようになっている。

　また、災害時における給水活動に役立てるため、新たに給水車を導入し、非常時における水の

確保がより強固となっている。

第１　審 査 の 対 象

第２　審 査 の 期 間

第３　審 査 の 方 法

第５　決 算 の 概 要

第４　審 査 の 結 果

　審査に当たっては、平成３０年度水道事業会計決算書類及び決算附属書類の各計数は正確に表

示されているか、また、予算の執行が効率的かつ計画的に行われていたかを審査した。

　具体的には、一般会計及び各特別会計と同様に、部長や所属長から提出された各報告書等によ

り、平成３０年度決算における成果・評価・課題等、それらを踏まえた今後の抱負・目標等、平

成２９年度決算審査を受けての取組みなどについて説明を求めた。また、不用額及び未執行額が

生じた理由やこれらを減少するための対策、さらに、その考えを職員に浸透させるための取組み

について説明を求め、審査を行った。
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業務の概要は次表のとおりである。

◇総配水量に対する有効水量と無効水量

（単位：㎥，％）

２　予 算 の 執 行 状 況

 

（１）収益的収入及び収益的支出（消費税込み）

①　収益的収入

増減率(％)

1.16,280

75,356

　収益的収入は、予算現額１３億２,６３９万円に対し決算額は１３億２,６７４万２,１９２円

（仮受消費税９,２９５万４,２１９円を含む）であり、３５万円多い収入で執行率は１００.

０％である。これは営業外収益で予算現額に対し３４３万円多い収入となっていることによるも

のである。

　営業外収益のうち、雑収益で見込額を大きく上回ったのが主な要因である。

1.1

503,868

84.1

△ 0.5

26,264

16.0

△ 0.5

1.1

0.05

△ 0.5年 度 末 給 水 人 口

〃

243

配水量

年 度 末 給 水 戸 数

22,706

0.9

1.2271

19,497

510,726

△ 1.3

△ 6,857

26,021

△ 82,294

22,435

△ 1.3

6,046,418

△ 320

△ 320

599,328

7,116,5807,191,936

593,048

61,952

206

平成30年度 平成29年度

給 水 区 域 内 人 口 〃

行 政 区 域 内 人 口 人

61,817 62,137

普及率
99.8

62,137

99.7

61,663

99.8 99.7％

61,817

戸

0.05

給 水 区 域 内

１ ヶ 月 平 均

〃

㎥

単位

〃 △ 289

増減事項

行 政 区 域 内

19,703１ 日 平 均

１ 日 最 大

年 間

有収水量

年 間

１ ヶ 月 平 均

１ 日 平 均

〃

△ 225

〃

〃

〃

6,128,712

△ 2.0

16,791

86.1

〃 16,566

13.8

有 収 率

184.2

％

△ 1.3

64,209

84,099無効水量（漏水・その他） 770,903 677,46293,441

8.9
供給単価：円

(販売水1㎥当たりの単価)
168.2

0.8

△ 82,294有収水量 6,046,418

7,191,936 7,116,580 2.0

6,386,853

20.7 2,773

総配水量

△ 0.3 6,439,118

△ 1.3 6,128,712 6,079,2200.8

593,363

159.3

6,421,033有効水量 △ 18,085

0.9 307,633310,406

6,980,216

増減 増減率 増減率

136,364

平成29年度
対前年度

増減
平成28年度区分

無収水量

52,265

49,492

14.2

平成30年度
対前年度

75,356 1.1

374,615
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②　収益的支出

各科目の予算の執行状況は、次表のとおりである。

（単位：千円）

（２）資本的収入及び資本的支出（消費税込み）

①　資本的収入

②　資本的支出

収支差引額(a)-(b)

営業外費用

特別損失

44,00144,164

予備費

　資本的収入は、予算現額２億１,０１６万５,０００円に対し決算額は２億３,１５９万８,２７

６円（仮受消費税９５７万７,１２０円を含む）であり、執行率は１１０.２％で２,１４３万円

多い収入となっている。これは工事負担金のうち、給水加入金収入が蓮田サービスエリア（上り

線）などの影響で見込額を大幅に上回ったことが主な要因である。

B/A

65,333

－

161,419

－ －

－

98.9

174,738

98.9

99.6 100

－

予算現額

Ｂ

1,326,742

1,261,410

決算額

－

56,764

備考
　内、消費税及び
　地方消費税

執行率

　収益的支出は、予算現額１１億６,４９７万１,０００円に対し決算額は１１億５,２００万
４，５４９円（仮払消費税５,６７６万４,３４９円を含む）であり、執行率は９８.９％で不用
額は１,２９６万６,４５１円となっている。
　営業費用のうち、不用額の主な要因としては、原水及び浄水費の修繕費で施設等の緊急修繕が
少なかったこと、また、配水及び給水費では委託料で緊急対応の委託がなかったこと、修繕費で
漏水修理工事費が見込みよりも下回ったことによるものである。

予算現額に対する
増減：(a)=B-A又は
不用額:(b)=A-B

－

％

293

100.0

92,661△ 3,081 99.8

352

105.5

92,954

3,434

区分

水道事業収益(a)

営業収益 1,264,491

61,899

Ａ

営業外収益

1,326,390

特別利益

営業費用 12,2641,120,267

水道事業費用(b)

1,108,003

1,164,971 12,9661,152,005

540

56,664

00.0

163

0 540

－ －

　資本的支出は、予算現額４億９,６００万円に対し決算額は４億７,５２６万９０１円（仮払消

費税２,３２０万１,４５５円を含む）であり、執行率は９５.８％で不用額は２,０７３万９,０

９９円となっている。不用額の主な要因としては、建設改良費の単独事業費、配水施設費で消火

栓新設工事が減額となったこと、２９配水管布設工事に請負残が生じたこと、また、浄水施設費

で平成３０年度№１０配水ポンプ更新工事に請負残が生じたことによるものである。

　なお、決算書に記載されているとおり、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額２億

４,３６６万２,６２５円は、当年度分消費税及び地方消費税に係る資本的収支調整額１,３６２

万４,３３５円、過年度分損益勘定留保資金８,６７１万９,７４８円、当年度分損益勘定留保資

金１億４,３３１万８,５４２円で補てんされている。

－
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各科目の予算の執行状況は、次表のとおりである。

（単位：千円）

３　経 営 状 況

（１）当年度純利益

経営状況は、次表のとおりである。

（単位：千円,％）

△ 2,550

1,043,154

5,841

64,029

119,949

778

69,870

－

1,014,237

平成28年度

収益

増減額

6.0

△ 10.3

8,391

決算額

Ｂ

対前年度

資本的収入(a) 210,165

区分

区分

1,168,748

－

1,046,092

増減額

－ － －

対前年度

119,949

0

21,433

26,064

－

34,455

－ －

59,199

1,013,374

－

59,490

5.6

－

34,534

37,965

1.3

34,455

105.2

△ 4,252

58,627

－

61,359

58,421

△ 0.5

91,345

125,879 61,359

1,038,038

24,664

5,030

105.264,520

△ 14.7

64,520

－

17.0

－ －

27.4

42,925

28,917

27.4

－

28.5

29,50424.3

186.8

－

31,855

－

376,051

備考
　内、仮受(仮払)
　消費税及び地方
　消費税

予算現額に対する
増減：(a)=B+C-A又
は不用額:(b)=A-B-
C

0

予算現額
翌年度

Ａ ％

B/A

0

130,998

355,312

231,598 0

94.5

496,000

79,000

Ｃ

110.2

繰越額

執行率

23,201

20,739

95.820,739

0

23,201

100.0

9,57721,433

59,405

9.9

1,104,719

1,163,918

－

3.4

△ 0.1

125,879

5.41,233,788

5.8

増減率

100.000 0

平成29年度

1,104,513

経常収支ウ=ア＋イ

△ 243,663

160,334

収支差引額(a)-(b)

営業収益(a)

　当年度純利益は１億６,０３３万３,９７３円の黒字であり、前年度対比で３,４４５万円、２

７.４％の増益となっている。

　このうち、事業収益は１２億３,３７８万７,９７３円で前年度対比６,９８７万円、６.０％増

収、事業費用は１０億７,３４５万４,０００円で前年度対比３,５４２万円、３.４％増額となっ

ている。

　収支の内訳を見ると、営業収支は１億１,７４０万８,９５３円の黒字であり、前年度対比２,

６０６万円、２８.５％増益、また、営業外収支も４,２９２万５,０２０円の黒字で、前年度対

比８３９万円、２４.３％増益となっている。

営業外収支イ=(b)-(e)

△ 5,11535,416

△ 285,835

3.7

65,040

営業外費用(e）

営業収支ア=(a)-(d)

△ 863

特別損失(ｆ)

特別収支エ=(c)-(ｆ) －

当年度純利益ウ＋エ

－

117,409

160,334

109,565 119.60

0

9,577

費用

22,115

1,073,454

増減率

企業債償還金

475,261

1,051,339

企業債 79,000

平成30年度

特別利益(c)

工事負担金

－

資本的支出(b)

建設改良費

営業費用(d)

営業外収益(b)

78



（２）収益

①　営業収益

◇用途別使用水量・料金収入   

 

《用途別使用水量》 （単位：㎥,％）

《用途別料金収入》 （単位：千円,％）

3,226

6.5

4.9

7.3

31,572

6,079,220

4.0

　事業収益１２億３,３７８万７,９７３円のうち、営業収益は１１億６,８７４万８,１８５円で

前年度対比６,４０３万円、５.８％増額、営業外収益は６,５０３万９,７８８円で前年度対比５

８４万円、９.９％増額となっている。

区分

31,525

平成29年度

93,264

平成28年度

381,975

△ 1.0

平成30年度
増減

5,170,894

平成28年度
増減 増減率

1.3

△ 9.0 2,107

10,143392,118

95,371

対前年度対前年度

増減率

49,492

対前年度

135

△ 8.3

0.6

2.7

703,458

0.8△ 1.3

増減率

29,460

増減額

4,95192,251

1,924

2,543

330,913

87,300

6,128,712

1,697

31,383

4,445

平成29年度

51,530

△ 1,761

4,993

1,535

82,593

6,046,144

学 校 用 33,266

84,562

区分

97,244

△ 82,568

一 般 用

31,345

839,550

営 業 用

754,988

官 公 署 用

1,883

△ 5.3

2,891

109,280工 場 ・ 大 口

合 計

平成30年度
対前年度

11.2

増減額

1,030,982

11.8

62,736 6.5

2,137共 用

合 計

2.2

253

8.0

15.7

116,864

97,864

5,143

103,066

△ 6.5

332,610

21.0502

△ 7,584

1,317

968,246

114,321

2.3

0.5

2,389

33,107

5.4

6.0

5.7

3.1

増減率

営 業 用

官 公 署 用

△ 51,7305,150,689

営業収益の増減の主なものは、次のとおりである。

共 用

305,094

698

△ 27,516

4,310

395,344

一 般 用

86,808 △ 8,563

　営業収益１１億６,８７５万円のうち、給水収益は１１億１,３５７万円で前年度対比８,２５

９万円、８.０％増額、その他営業収益は５,５１８万円で前年度対比１,８５６万円、２５.２％

減額となっている。

学 校 用

工 場 ・ 大 口

3,885

0.8

101,749

5,202,419

《給水収益》

　給水収益はすべて使用料金収入となっている。なお、用途別使用水量及び用途別料金収入につ

いては次表のとおりで、全体として使用水量は前年度と比較して減少しているが、料金収入は増

加している。用途別使用水量を見ると官公署用、工場・大口は減少となっており、これに伴う料

金収入も減額となっているが、一般用は使用水量は減少しているが、料金収入については増額と

なっている。

1,113,575
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②　営業外収益

営業外収益の増減の主なものについては、次のとおりである。

収益の内訳状況は、次表のとおりである。

（単位：千円,％）

1,046,092

9.9

91.7

－

62,736

－

1,981

△ 4,109

107.4

－

1,163,918 1,104,5131,233,788 6.069,870

△ 25.2 73,737

82,588

△ 18,559

1,104,719

55,178

5.8

968,246

5.4

　営業外収益６,５０４万円のうち、受取利息が１４９万円で前年度対比７７万円、１０７.４％

増額、長期前受金戻入が５,５５３万円で前年度対比３０９万円、５.９％増額、雑収益が８０２

万円で前年度対比１９８万円、３２.８％増額となっている。

金額

収益

1,168,748営業収益

77,846

375344

5,841

△ 55

58,4211.3

6,091

718

0.9

778

△ 5.3

65,040

8,017

受取利息

32.8

その他営業収益

営業外収益

1,489

《雑収益》

　雑収益のうち、その他雑収益は、原因者漏水修理工事の歳入が見込みを大きく上回ったため、

前年度対比１９８万円、３２.８％増額となった。

51,956

－

増減率

6.5

平成28年度

8.0

平成29年度

－

1,113,570

《長期前受金戻入》

　長期前受金の増額により、その減価償却見合い分を収益化して計上する長期前受金戻入が５,

５５３万円で前年度対比３０９万円、５.９％増額となった。

《その他営業収益》

　その他営業収益のうち、給水加入金は前年度対比１,９７９万円の皆減となっている。これは

これまで給水加入金収入を段階的に資本的収入へ移行することとしていたが、平成２９年１０月

の料金改定により、安定した収益の確保が実現できたことから平成３０年度より全て資本的収入

へ移行されたことが要因となっている。

59,405

58,627

－

5.6

増減額
金額

増減額

－

52,445

－

55,534

特別利益

給水収益

3,088

－

1,030,982

489

－－

増減率

771

5.9

対前年度

－

6,036

その他特別利益

長期前受金戻入

区分
金額

対前年度

59,199

64,029

雑収益

－

平成30年度

－

《受取利息》

　資金運用については、南彩農業協同組合への定期預金の利率が一定条件の預け入れにより高利

率となったため、受取利息が１４９万円、前年度対比７７万円、１０７.４％の増額となった。

△ 0.9
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（３）費用

①　営業費用

営業費用の増減の主なものについては、次のとおりである。

《配水及び給水費》

　配水及び給水費のうち、修繕費は７,９０６万円で前年度対比１,６４８万円、２６.３％増額

となっている。これは漏水等修理工事が増額となったことによるものである。

　事業費用１０億７,３４５万４,０００円のうち、営業費用は１０億５,１３３万９,２３２円で

前年度対比３,７９７万円、３.７％増額、営業外費用は２,２１１万４,７６８円で前年度対比２

５５万円、１０.３％減額となっている。

《原水及び浄水費》

　原水及び浄水費のうち、委託料は５,１８５万円で前年度対比４８８万円、１０.４％増額と

なっている。主な要因としては、浄水場天日乾燥床及び沈降槽清掃業務委託が実施されたことに

よるものである。修繕費は２１万円で前年度対比１８９万円、８９.９％減額となっている。こ

れは、浄水場施設等の大きな故障修繕工事が前年度のように発生しなかったことによるものであ

る。また、薬品費は１,４６６万円で前年度対比２４７万円、２０.３％増額となっているが、こ

れは薬品の購入量が増えたことによるものである。

《業務費》

　業務費のうち、印刷製本費は１５万円の皆減となっている。前年度は料金改定に伴うお知らせ

のチラシ印刷を行ったことが主な要因である。委託料は７,９２１万円で前年度対比４１２万

円、５.５％増額となっている。主な要因としては、電算機器設定業務委託が実施されたことに

よるものである。

　営業費用１０億５,１３４万円のうち、原水及び浄水費は４億９,１９５万円で前年度対比７２

１万円、１.５％増額、配水及び給水費は１億２,７８５万円で前年度対比１,７３２万円、１５.

７％増額、業務費は８,７１４万円で前年度対比４１８万円、５.０％増額、総係費は７,５３８

万円で前年度対比３７７万円、５.３％増額、減価償却費は２億６,５５０万円で前年度対比３５

４万円、１.４％増額、資産減耗費は３５２万円で前年度対比１９５万円、１２３.８％増額と

なっている。
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②　営業外費用

営業外費用の増減の主なものについては、次のとおりである。

《資産減耗費》

　資産減耗費のうち、固定資産除却費は３５２万円で前年度対比１９５万円、１２３.８％増額

となっている。主な要因としては、№９配水ポンプ更新工事の施工に伴うポンプ等の除却による

ものである。

《総係費》

　総係費のうち、修繕費は１０８万円で前年度対比６６万円、１５４.９％増額となっている。

主な要因としては、合併浄化槽曝気ブロワー交換修繕が実施されたこと、また、水道管理庁舎空

調室内機熱交換器フィルター及びカートリッジ交換が行われたことによるものである。

《支払利息》

　財務省及び地方公共団体金融機構から借入れを行っているが、元金償還により支払利息は減額

となっている。

《雑支出》

　雑支出の主なものは、過年度調定分の漏水減免による還付が発生したこと、工事請負契約解除

に伴う損害金の支払いが発生したことによるものである。

　営業外費用２,２１１万円のうち、支払利息が２,０７９万円で前年度対比２８５万円、１２.

０％減額、繰延勘定償却が５７万円の皆減、また、雑支出が１３２万円で前年度対比８７万円、

１９４.９％増額となっている。

《繰延勘定償却》

　管路耐震化計画作成業務に係る償却が前年度に完了したことに伴い皆減となっている。
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費用の内訳状況は、次表のとおりである。

（単位：千円,％）

４　財 政 状 況

△ 52.6

△ 3,156

－

平成28年度

△ 1,268

増減額

区分 対前年度

272.6

金額金額
増減率

業務費

営業費用

17,316

原水及び浄水費

△ 4.1

4,178

491,953

配水及び給水費

1,013,374

0.5

87,144

△ 10.3

123.8

110,530

△ 2,550 24,664

127,846

1,948

906

－

△ 50.6

115,305

84,234

△ 11.8

－

28,917

－

－

－

－

△ 458

15.7

－

1,212△ 638

－

0.4

－

△ 863

71,602

1.4 260,437

482,5362,207

△ 4,775

71,302

82,966

△ 14.7

4221,151

金額

0.61,522

△ 4,252

△ 1.5

△ 5,115

その他特別損失 －

－

資産減耗費 3,522

1,321

265,499

特別損失

《資産》

　固定資産の有形固定資産は前年度末よりも、建物は減価償却により２,０６０万円減額、構築

物は２,０１２万円増額となっている。これは老朽管更新工事（市道６６５号線）及び配水管布

設工事（市道１４７２号線）などにより１億８,９７５万円増額であるが、減価償却により１億

６,９６３万円減額となったためである。機械及び装置は４,５７４万円増額である。これは平成

３０年度№１０配水ポンプ更新工事などにより５,７１２万円増額になったが、減価償却により

１,１３８万円減額となったことによるものである。工具器具及び備品は３１３万円増額となっ

ているが、これは公営企業会計システム及び水道料金システム等サーバーの更新による機器の購

入により４６１万円増額しているが、減価償却により１４８万円減額となったものである。

　流動資産のうち、現金預金は２億２,４９７万円増額となっている。増額の主な要因は当年度

純利益が１億６,０３３万円あることなどによるものである。

1,051,339

22,115

26,799

574

－

873

－

300

平成30年度

増減額

皆減

448

△ 12.0

△ 574

△ 2,849 23,643

194.9

1.5

3.737,965

総係費

繰延勘定償却

1,073,454費用

営業外費用

5.3

減価償却費

75,376

20,794

0

7,210

雑支出

対前年度

1,043,154△ 0.53.4

支払利息

1,038,03835,416

△ 0.1

484,743

3,774

1,574

1,014,237

平成29年度

3,539 261,959

増減率

5.0
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《借方》 （単位：千円,％）

0

367,312

5,606,419

0

1,821,537

無形固定資産

220,579

0457 0.0

電話加入権

△ 1.3

流動資産

貯蔵品 3,621 833

139,121137,207 △ 1,914 △ 1.4

334.92,788

未収金

△ 5,270

574

224,972

△ 100

《負債》

　固定負債のうち、企業債が７億５,１６１万円で前年度対比４,３８５万円、５.５％減額と

なっている。これは今年度も新規借入を行っているが、それを上回る償還を行ったことによるも

のである。流動負債のうち、未払金が２億４,３１７万円で前年度対比１億７,４８３万円、２５

５.８％増額となっている。これは平成３０年度№１０配水ポンプ更新工事及び平成３０年度老

朽管更新工事（市道６６５号線他）の未払金が計上されたことが主な要因である。繰延収益のう

ち、長期前受金が３０億９,１５５万円で前年度対比１億３,８２３万円、４.７％増額、長期前

受金収益化累計額はマイナス１８億７０５万円で前年度対比５,０７４万円、２.９％減額となっ

ている。これは、工事負担金を長期前受金に計上したことによるものであり、長期前受金の減価

償却見合い分を収益化した長期前受金戻入額を、長期前受金収益化累計額に計上したことによる

ものである。

0

△ 54.4

－ △ 574

3.2

△ 100.0

0

前払費用

繰延勘定

開発費

－

0

387

前払金

－0

00

その他流動資産

124,596

5,606,875

工具器具及び備品

土地

3,895,942

678

構築物

14,729

740,482

現金預金

対前年度平成30年
3月31日

0.7

増減率増減額増減率

49,433 7,227,283

平成29年
3月31日

建物

建設仮勘定

0

固定資産

1,962,452

457

平成31年
3月31日

有形固定資産

区分

0

資産（借方）

対前年度

1.1

7,560,415

機械及び装置

15,407

0.0

車輌運搬具

3.9

△ 20,599 346,665

63,120

283,698

増減額

7,276,716

5,534,8431.1

7,855

5,597,506

6.6 694,738

0.5

3,128

63,120

591,636

5,534,386

0

45,744

20,1183,916,060

0.0

5,597,963

0

△ 72,032

△ 5.6△ 20,647326,065

△ 72,032

591,636

△ 1.3

591,636

658,4615.5

△ 5.9

0

0 0.0

4,727

3,982,046

66.2

△ 86,104

△ 1,557

△ 2.2

36,276

－

6,284△ 24.8

413

7.5

0

0.0

0.00

－

12.7 122,039

11.7

1,494,634

△ 100.0

6782,172.1

0

14,525

0

0

14.1

457 457

0.0457

0

184

5,270

△ 100.0

0

0

－

101,932 6.81,596,565

1,741,873 1,619,833

420

5,270

84

98.3

△ 574

　《資本》

　剰余金のうち、利益剰余金、当年度未処分利益剰余金が１億６,０３３万円で前年度対比１２

億２,７４２万円、８８.４％減額となっている。これは前年度までの繰越利益剰余金及び平成２

９年度に新たに発生した未処分利益剰余金を平成３０年９月議会の議決を経て処分したことによ

るものである。

457

5740

0

－
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《貸方》 （単位：千円）

 

 

0

0.7

0

68,342

2,905

103

103

引当金 149

0

122,853

79,730

2.4

2.4

長期前受金収益化累計額 △ 1,807,048

1,284,501

長期前受金

8,280

△ 70.9

繰延収益

賞与等引当金

△ 98,153

8,280

122,853

3,091,549

40,340

8,429 1.8

243,171 174,830

7.3

－

8,429

△ 11.1

△ 11.7

△ 3.1

△ 11.7△ 104,949

△ 15,671

△ 11.6

795,468

企業債

119,949

119,949

建設改良費等の財源に充
てるための企業債

修繕引当金

△ 11.6

△ 15,6712,905

900,417

△ 104,949

23.8

795,468

0

0.046,200

0.0

900,417

315,647

企業債

平成29年
3月31日

5.2

946,617

△ 104,949

7,227,283

平成30年
3月31日

2,497,109

3.9283,698

増減額

123,364

対前年度

増減率

49,433

増減率 増減額

841,668△ 5.2

対前年度

△ 76,4462,373,745

797,815

△ 5.5

△ 43,853

△ 43,853

△ 43,853

751,615

固定負債

平成31年
3月31日

流動負債

46,200

負債・資本合計

751,615

46,200

建設改良費等の財源に充
てるための企業債

資本金

負債

引当金

6.2

2,450,191

46,200

△ 50,742

0

335,063

△ 2.9

1.8

△ 5.5

255.8

△ 1,756,307

0

1,197,014

△ 3.0

138,493

0.0 0 46,200

46,2000.0

30,741

135,620

19,416

0

2,602,277

－

－

0.0

2,602,277

1.3

0

60,706

1.3

135,620

37,601

8,177

△ 1,704,687

8,177

903,375 34.7 0

4.7

87,488

160,334 3.3

134,249

△ 51,619

9,086 1,187,927

4,244

125,879 4,777,092

2,892,615

0.8

2,602,277

2,174,814

2.6

0

00

2,602,277

4,902,971

0.0

34.7

0

2,300,694 5.8

3.2

2.12,953,320

125,879

00

00

－ 0

0

0 0

－

0

505,646

2,174,814

－ 0

0

5.8

0 0 －

△ 32.3

0.0

125,879

0 0.0

484,375 95.8 505,646 0

407,298

0 －

138,229

3,505,653

903,375

0.0

0 －

0

△ 743,041

149

1,261,871△ 1,227,416 △ 88.4

0

407,298

1,387,750 125,879 10.0

2,300,694△ 743,041

0

－

1,557,652 △ 32.3

－

00

－ 00

工事負担金 － 0

0

0 0 － 0 0 －

0

0

3,505,653

0企業債

借入資本金

資本金

990,020

0

資本剰余金

剰余金

160,334

国庫補助金

1,557,652

一般会計補助金

寄附金

当年度未処分利益剰余金

建設改良積立金

利益剰余金

407,298

区分

減債積立金

資本

7,560,415

5,063,305

その他流動負債

未払金

0前受金

7,276,716

－

81.8

414,794
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第６ むすび 

 

審査の結果については、75 頁に記載したとおりである。なお、審査の結果を踏まえ、次のと

おり提言要望し、水道事業会計決算審査及び行政監査のむすびとする。 

 

１ 提言要望事項 

 

（１） 有収率の改善について 

今年度の有収率は 84.1％であり、前年度（平成 29年度）の有収率は 86.1％で、前年

度より 2.0 ポイント低下となった。平成 28 年度の有収率は、87.1％であり 28 年度から

では 3.0ポイントの低下となっている。 

有収率低下の一因として、平成 30 年度に発生した濁り水解消のためにドレーンを長

期間開栓したことが考えられるとのことであった。今年度の漏水調査では 88件の漏水が

発見され早期の漏水工事が実施されており、前年度より 44件の増加となっているが、有

収率の改善には至らなかった。 

今後は漏水調査の更なる区域拡大や新たな調査方法の実施などの対応策を早急に検討

し、早期の漏水発見、迅速な修繕工事の実施に努めることが肝要であると考える。引き

続き原因究明を進めるとともに、漏水対策を徹底して有収率の改善に取り組むことを要

望する。 

 

（２） 利益剰余金の活用について 

平成 30年度は、市道 665号線の 242ｍに布設された口径 500ｍｍの配水管の更新工事

が完了した。この結果、浄水場から配水される口径 500ｍｍの重要管路が耐震化された

ことにより、大規模な地震災害発生時でも水道水を安定供給できるようになった。 

平成 26年度から管路耐震化計画に基づく更新事業を行っているが、平成 30年度から

は重要管路の耐震化工事に着手しているとのことであった。 

今年度の純利益は 1億 6,033万円となったが、この純利益を含めた利益剰余金の合計

は、15億 5,765万円という状況であり、うち建設改良積立金は 9億 9,002万円で前年度

対比 4 億 8,437 万円の増額となった。料金改定の観点からも、建設改良積立金を有効に

活用して、老朽管の耐震化更新事業の実施に向けて検討することを望むものである。 

 

（３） 安定した事業経営について  

今年度の水道事業収益は 12 億 3,379 万円で、前年度対比 6,987 万円の増額、一方で

水道事業費用は 10億 7,345万円で前年度対比 3,542万円の増額である。また、使用料金

収入である給水収益は、11 億 1,357 万円で、前年度の給水収益 10 億 3,098 万円に比べ

ると 8,259 万円の増額であった。この増額の主な要因は平成 29 年 10 月に実施された料

金改定によるものと考えられる。また、今年度から給水加入金収入は全額資本的収入へ

移行されており、水道事業費用を給水収益で賄えるような安定した収益が確保できたこ

86



 

とから、今後も経営の効率化を図り、安定した事業経営が持続できるよう望むものであ

る。 

 

（４） 適正な資金運営について 

今年度の営業外収益の受取利息は 149万円で、前年度の 72万円と比較すると 77万円

の増額であった。これは金融機関の 10億円以上 1年以上預け入れの条件により高利率と

なったことによるものであるが、適正な資金運営の成果でもあると考える。 

今後も資金運営については、予算執行計画や金融情勢等を勘案して適切な時期を見極

め、安全で確実な方法により適正な資金運営が行われるよう要望する。 

 

（５） 納付手段の利便性と拡充について 

蓮田市の市税等については、平成 30年度中に契約を行い平成 31年 4月からスマート

フォン決済アプリ「LINE Pay請求書支払い」「ヤフーアプリ」「PayB（ペイビー）」を利

用し、スマートフォン等から市税等の納付ができるようになっている。しかしながら、

蓮田市の水道料金の支払いにおいては、スマートフォン決済アプリで支払いをすること

はできないとのことであった。水道料金については、近隣のさいたま市、上尾市、伊奈

町、宮代町などで同様の取り扱いを行っていることから水道料金納付者の利便性を高め

るためにも、早急な取り組みに期待する。 
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水道事業会計　資料

２．企業債の概況

資料の名称

（１）収益構造推移

（２）資金構造推移

93

頁

１．主な契約 92

93

93

93

目　　次

３．決算の推移

91



１．主な契約

（単位：千円）

平成30年度 第4号井揚水ポンプ及び第9号井制御盤更新工事実施設計業務委託

平成30年度 №10配水ポンプ更新工事 111,974

294

1,458平成30年度 黒浜配水池場継電器類更新工事実施設計業務委託

5,292

平成30年度 第4号井揚水ポンプ更新工事

2,916平成30年度 第9号井制御盤更新工事

平成30年度 消火栓工事実施設計業務委託

平成30年度 老朽管更新工事実施設計業務委託（市道16号線）

平成30年度 老朽管更新工事（市道665号線他） 134,398

2,246

平成30年度 老朽管更新工事実施設計業務委託（市道46号線）

2,549

2,916

832平成30年度 老朽管更新（軌道敷横断）工事修正設計業務委託（市道9号線）

平成30年度 №10配水ポンプ更新工事組替設計業務委託

平成30年度 黒浜配水池場継電器類更新工事

5,400

平成30年度 蓮田市水道台帳管理システム補正業務委託

15,714

6,264

29 配水管布設工事(市道1472号線）

平成30年度 消火栓新設工事（緑町2丁目）

5,940

1,264

13,997

288

平成30年度 老朽管更新工事実施設計業務委託（市道55号線）

平成30年度 本管管内洗浄作業業務委託

76,187

19,548

平成30年度検定満期メーター交換業務委託

平成30年度 戸別漏水調査業務委託 7,992

契約の内容

平成30年度 漏水修理工事等

契約金額
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２．企業債の概況
（単位：円）

上記は元金のみの数値であり、未償還利子を含めた残高は次のとおりです。

（単位：円）

３．決算の推移

（１）収益構造推移

（２）資金構造推移

本年度末未償還利子 元利合計残高

915,416,769 79,000,000 119,948,613 874,468,156

（単位：百万円）

前年度末残高

本年度末未償還元金

本年度借入高 本年度償還高 本年度末未償還残高

62,458

30年度

963,659,792

給水人口１人当配水量(㎥)

27年度 28年度

107 107

61,952 61,663給 水 人 口 （ 人 ） 62,220 62,124

給水人口１人当有収水量(㎥)

有 収 率 （ ％ ）

874,468,156 89,191,636

26年度

供 給 単 価 （ 円 ）

限 界 利 益 率 （ ％ ）

経 常 利 益 率 （ ％ ）

29年度

115

5 5 6 11

112 117

98 98 98 99 98

負
担
率

(％)

管 理 費

減 価 償 却 費

支 払 利 息

計

84

160 159 159 168 184

91 91 87 86

44

13

41 40 38 42

15

28 28 27 25 24

16 17 16 15

2

47 48 46 43 40

3 3 3 2

原
価
構
成

(％)

原水、浄水費 47 46

減 価 償 却 費 26 26

9 10

8

46 47 46

総 係 費 7 8 7 7 7

配水、給水費

支 払 利 息 3 3 3 2 2

8

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

25 25 25

資金
運用

建 設 改 良 費 148 105 271 203

計 302 264 434

355

企業債償還金 154 160 163 136 120

339 475

51

小 計 330 322

61

265

経 常 利 益 60 126 160

減 価 償 却 費 270 270 260 262
資金
調達

321 388 426

企業債借入金 20 0 60 15 79

322

1,036 915

505

差 引 手 許 48 57 △ 52 64 30

1,822

自 己 金 融 率 ( ％ ) 109 122 74

381 403

115

計 350

874企 業 債 残 高 1,298 1,139

90

手 許 残 高 1,445 1,467 1,495 1,597

業 務 費 8 8

11 11 12

8
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